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第１ 企業の概況 
 

１．主要な経営指標等の推移 

回 次 第  16  期 第  17  期 第  18  期 第  19  期 第  20  期 

決 算 年 月 平成９年２月 平成10年２月 平成11年２月 平成12年２月 平成13年２月 

(1）連結経営指標等      

営 業 収 益 (百万円) 32,855 42,802 53,539 62,390 71,232 

経 常 利 益 (百万円) 5,536 8,149 11,262 15,512 19,802 

当 期 純 利 益 (百万円) 2,654 3,932 5,640 7,600 10,613 

純 資 産 額 (百万円) 26,860 38,051 49,349 56,107 65,251 

総 資 産 額 (百万円) 177,505 224,335 249,165 281,263 327,619 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 2,016.55 1,845.31 2,282.54 1,179.57 1,371.82 

１株当たり当期純利益 (円) 211.72 196.63 264.82 159.78 223.14 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 (円) － － － － － 

自 己 資 本 比 率 (％) 15.1 17.0 19.8 19.9 19.9 

自 己 資 本 利 益 率 (％) 11.9 12.1 12.9 14.4 17.5 

株 価 収 益 率 (倍) 34.2 34.8 26.0 44.7 29.1 

営 業 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー (百万円) － － － － △24,242 

投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー (百万円) － － － － △5,627 

財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー (百万円) － － － － 30,199 

現金及び現金同等物の 
期 末 残 高 (百万円) － － － － 10,174 

従 業 員 数 
[外、平均臨時雇用者数] (名) － － － － 

1,685 
[2,345] 

(2）提出会社の経営指標等      

営 業 収 益 (百万円) 27,263 34,397 40,989 47,280 54,410 

経 常 利 益 (百万円) 4,290 6,235 8,666 12,135 15,735 

当 期 純 利 益 (百万円) 2,153 3,162 4,602 6,239 8,998 

資 本 金 (百万円) 8,770 12,676 15,466 15,466 15,466 

発 行 済 株 式 総 数 (株) 13,320,000 20,620,800 21,620,800 47,565,760 47,565,760 

純 資 産 額 (百万円) 25,292 35,713 45,961 51,357 58,889 

総 資 産 額 (百万円) 154,214 191,311 209,074 229,213 263,705 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,898.85 1,731.93 2,125.82 1,079.71 1,238.06 

１ 株 当 た り 配 当 額 
(内、１株当たり中間配当額) (円) 

30.00 
(  10.00) 

30.00 
(  15.00) 

35.00 
(  20.00) 

35.00 
（  20.00) 

40.00 
（  15.00) 

１株当たり当期純利益 (円) 171.71 158.10 216.13 131.17 189.18 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 (円) － － － － － 
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回 次 第  16  期 第  17  期 第  18  期 第  19  期 第  20  期 

決 算 年 月 平成９年２月 平成10年２月 平成11年２月 平成12年２月 平成13年２月 

自 己 資 本 比 率 (％) 16.4 18.7 22.0 22.4 22.3 

自 己 資 本 利 益 率 (％) 10.3 10.4 11.3 12.8 16.3 

株 価 収 益 率 (倍) 42.2 43.3 31.8 54.5 34.4 

配 当 性 向 (％) 18.1 17.9 16.4 19.1 21.1 

従 業 員 数 
[外、平均臨時雇用者数] (名) 

390 
[  789] 

449 
[1,220] 

504 
[1,332] 

514 
[1,595] 

555 
[1,670] 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

第16期…平成８年４月10日付株式分割（１株につき1.1株の割合による）を、期首に行ったものとして

計算しております。 

第17期…平成９年４月10日付株式分割（１株につき1.2株の割合による）及び平成10年２月17日付株式

分割（１株につき1.2株の割合による）を、期首に行ったものとして計算しております。 

第19期…平成11年４月８日付株式分割（１株につき1.1株の割合による）及び平成12年２月10日付株式

分割（１株につき２株の割合による）を、期首に行ったものとして計算しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額は、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないため記載

しておりません。 

４．平成11年２月期の１株当たり配当額35円は、東証第一部指定記念配当金５円を含んでおります。 

５．平成13年２月期の１株当たり配当額40円は、創立20周年記念配当金10円を含んでおります。 
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２．沿革 

年 月 事 項 

昭和56年６月 ジャスコ㈱の100％子会社として日本クレジットサービス株式会社（資本金90,000千円）を設立

し、本店を東京都千代田区におく。 

昭和56年７月 ジャスコ㈱のクレジットカードに関する業務を受託し営業を開始する。 

昭和56年12月 個品あっせん業務の取扱いを開始する。 

昭和57年10月 クレジットカードによる融資の取扱いを開始する。 

昭和59年４月 「貸金業の規制等に関する法律」により貸金業者の登録を行う。 

昭和59年９月 ＣＤ（キャッシュディスペンサー）設置を開始する。 

昭和61年５月 クレジットカードと郵便貯金キャッシュカードの機能を併せ持つジャスコ・郵便貯金共用カー

ドを発行する。 

昭和63年８月 信販会社、銀行系カード会社とのＣＤ利用の提携を行う。 

昭和63年12月 ジャスコ・ＶＩＳＡカードの発行に関し、ビザ・ジャパン協会と提携を行う。 

平成元年１月 ジャスコ・ＵＣマスターカードの発行に関し、マスターカード・インターナショナルと提携を

行う。 

平成元年２月 ジャスコ・ＪＣＢカードの発行に関し、㈱ジェーシービーと提携を行う。 

平成元年７月 割賦購入あっせん業者の登録を行う。（登録番号 関 第17号） 

平成２年１月 当社の100％子会社としてエヌ・シー・エス興産㈱を設立する。 

平成２年７月 香港に現地法人NIHON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.（現AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.） 

を設立する。 

平成４年12月 タイ国に現地法人SIAM NCS CO.,LTD.（現 AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD.）を設立する。 

平成５年２月 ㈱第一勧業銀行とＣＤ・ＡＴＭ（現金自動受払機）ネットワークの使用契約を締結し金融機関

との提携を開始する。 

平成６年４月 総合あっせん事業の取扱いを開始する。 

平成６年８月 イオンクレジットサービス㈱と商号を変更する。 

平成６年12月 店頭登録銘柄として日本証券業協会に登録する。 

平成７年９月 香港の現地法人AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.が香港証券取引所に株式を上場する。 

平成８年12月 東京証券取引所市場第二部に上場する。 

平成９年７月 マレーシアに現地法人ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.を設立する。 

平成９年８月 AEON CREDIT SERVICE (ASIA) CO.,LTD.がマスターカード・インターナショナルと提携を行う。 

平成10年８月 東京証券取引所市場第一部に指定される。 

平成10年９月 当社の100％子会社としてエー・シー・エス・ファイナンス㈱を設立する。 

平成11年１月 郵政省とのＣＤ・ＡＴＭネットワークの利用提携を行う。 

平成11年２月 当社100％子会社としてエー・シー・エス・クレジットマネジメント㈱（現 エー・シー・エス

債権管理回収㈱）を設立する。 

平成11年12月 台湾に現地法人AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.を設立する。 

平成12年６月 中国（シンセン）に現地法人AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.を設立する。 

平成12年７月 ｅコマース事業へ参入するために「イオンマーケット」を立ち上げる。 

平成12年10月 ジャスコ㈱をはじめとするイオングループ各社で発行していたカードを統合し、「イオンカー

ド」を発行する。 

平成12年12月 AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.がアメリカンエキスプレスとの提携により「イオン・アメ

リカンエキスプレスカード」を発行する。 

平成12年12月 AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD.がマスターカード・インターナショナル及び㈱ジェー

シービーと提携する。 
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３．事業の内容 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社９社並びに持分法適用関連会社２社で構成さ

れ、当社の親会社であるジャスコ㈱をはじめとするイオングループと一体となり、それぞれの地域において総合

あっせん、個品あっせん、融資、融資代行、サービサー（債権管理・回収）等の金融サービス事業を主に行ってお

ります。その他、コールセンター、保険代理業等の拡充にも努め、各社がお客さまと直結した事業活動を展開して

おります。 

 

ａ．事業の種類 

 当社グループは、主として総合あっせん、個品あっせん、融資業務等を行っており、主な内容は次のとおりで

あります。 

１．総合あっせん部門（カード業務） 

 当社グループが信用調査の上承認した顧客（以下「会員」という。）に対してクレジットカードを発行し、

会員が当社グループの加盟店でそのカードにより、商品の購入及びサービスの提供を受ける取引であり、その

利用代金は当社グループが会員に代って加盟店に一括立替払いを行い、会員からは一回払い又はリボルビング

払い等により回収するものであります。 

２．個品あっせん部門 

 当社グループの加盟店が不特定の消費者に割賦販売を行う場合、当社グループが信用調査の上承認した顧客

に対して、クレジットカードによらずその都度契約を行う取引であり、当社グループがその利用代金を顧客に

代って加盟店に一括立替払いを行い、顧客からは一回払い又は分割払いにより回収するものであります。 

３．融資部門 

(1）カードキャッシング 

 当社グループが発行するクレジットカードの会員に対する融資であり、当社グループの窓口又はＣＤ

（キャッシュディスペンサー）により融資が受けられ、会員からは一回払い又はリボルビング払いにより回

収するものであります。 

(2）各種ローン 

 消費者が借入申込をした場合、当社グループが信用調査の上承認した顧客に対して直接融資を行うもので

あり、最長60回の分割払いによって顧客より回収するローンであります。 

４．融資代行部門 

 提携先の発行するクレジットカード会員に対し、当社グループのＣＤにより当該カード発行会社に代わり融

資を行い、その融資代行額を提携先に請求し回収を行うものであります。 

５．その他 

 サービサー、コールセンター、保険代理店、集金代行業務等であります。 
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ｂ．主たる事業の取引経路 
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⑦ 一括立替払 
 
⑧ 顧客へ請求 
 
⑨ 支払 

③ ⑧ ⑨ 

④ 
⑥ 

クレジットカード会員 

当社グループ 

 ① ② ③ ④ ⑤ 

① 借入申込 
 
② 与信照合 
 
③ 融資実行 
 
④ クレジットカード会員へ請求 
 
⑤ 返済 

顧 客 

当社グループ 

 ① ② ③ ⑥ ⑦ 

① 借入申込 
 
② 顧客の信用調査 
 
③ 融資連絡 
 
④ 顧客が指定する口座へ融資額振込 
 
⑤ 振込入金確認・引出 
 
⑥ 顧客へ請求 
 
⑦ 返済 

金

融

機

関 

⑤

④
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４．融資代行部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提携先クレジット
カ ー ド 会 員 

提 携 先 当社グループ

⑦ ⑥ 

① カードによる当社グループＣＤの利用 
 
② 融資代行 
 
③ ＣＤより融資代行実績データ伝送 
 
④ 請求 
 
⑤ 融資代行額及び代行手数料支払い 
 
⑥ 提携先より会員へ請求 
 
⑦ 会員より提携先へ返済 
 

② ① 

④ 
⑤ 

当社グループＣＤ 

③ 
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［事業系統図］ 

当社グループの事業の系統図は次のとおりであります。 

なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため事業区分別に記載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社及び持分法適用関連会社は次のとおりであります。 

［連結子会社］ 

AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. 

AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD. 

ACS CAPITAL CORPORATION LTD. 

AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD. 

ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD. 

AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 

エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

エー･シー･エス債権管理回収㈱ 

エヌ・シー・エス興産㈱ 

なお、AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.は、会社設立により当連結会計年度より連結子会社と

なっております。 

［持分法適用関連会社］ 

ジャスベル㈱ 

 ㈱イオンビスティー 

   なお、㈱イオンビスティーは、設立出資により当連結会計年度より持分法適用関連会社となっております。 

親
会
社
の
連
結

子 
 

会 
 

社 

 

ミ

ニ

ス

ト

ッ

プ

㈱

等

金融サービス事業
 
 
 
 
・総合あっせん
 
 
 
 
・個品あっせん
 
・融    資
 
 
・サービサー
 
 
 

そ の 他 の 事 業
 
・コールセンター 
 
 
 
・保険代理業
 
 
・旅行あっせん 
 
 
・サ ー ビ ス 

イ

オ

ン

ク

レ

ジ

ッ

ト

サ

ー

ビ

ス

株

式

会

社

（海  外）

（国  内）

金融サービス事業

AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. (中国・香港) 
AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD.(タイ国) 
ACS CAPITAL CORPORATION LTD.(タイ国) 
AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD. (台湾) 
ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.(マレーシア) 
 

エ ヌ ・ シ ー ・ エ ス 興 産 ㈱

ジ ャ ス ベ ル ㈱
（加盟店契約・諸経費の支払）

加盟店契約

加盟店契約

金銭の借入

金融サービス事業
エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 
エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

サ ー ビ ス 業

保 険 代 理 業

旅行あっせん業

（海  外）

コールセンター業

（国  内）

AEON INFORMATION SERVICE 
(SHENZHEN)CO.,LTD.（中国・シンセン）

㈱ イ オ ン ビ ス テ ィ ー

親 
 
会 
 
社 

ジ 
 
ャ 
 

ス 
 
コ 
 
㈱ 
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４．関係会社の状況 
 

名 称 住 所 資 本 金 主 要 な 
事業の内容 

議決権の
所有割合
又は被所
有 割 合  

関 係 内 容 摘要 

（親 会 社）  百万円  ％   

ジャスコ㈱ 
東 京 都 
千代田区 
 

49,035 総合小売業 
被所有 

50.3  
（ 6.0） 

同社とは加盟店契約及びＣＤ等の賃貸借契
約等を締結しております。 
役員の兼任等・・・２名 
 

(注)3. 

連結子会社） 
 
エヌ・シー・エス興産㈱ 

東 京 都 
千代田区 10 保険代理業 所 有 

100.0   
事務所賃貸借契約等を締結しております。 
役員の兼任等・・・３名  

エ ー ・ シ ー ・ エ ス ・
ファイナンス㈱ 

東 京 都 
千代田区 10 金融サービス業 

 
100.0   

ＣＤ相互利用契約等を締結しております。 
役員の兼任等・・・２名  

エー・シー・エス 
債権管理回収㈱ 

東 京 都 
千代田区 

500 金融サービス業 
 

100.0   
 

業務委託及び事務所賃貸借契約等を締結し
ております。 
役員の兼任等・・・３名 

 

AEON CREDIT  
SERVICE(ASIA) 
CO.,LTD. 

中 国 
香 港 

香港ﾄﾞﾙ 
38百万 

金融サービス業  
51.9   

役員の兼任等・・・４名 (注)6. 

AEON CREDIT  
SERVICE(TAIWAN) 
CO.,LTD. 

台 湾 台湾ﾄﾞﾙ 
20百万 

金融サービス業 
 

100.0   
（ 20.0） 

役員の兼任等・・・３名  

AEON THANA  
SINSAP 
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

タ イ タイバーツ 
160百万 

金融サービス業 
 

74.0   
（ 44.0） 

役員の兼任等・・・３名  

ACS CAPITAL  
CORPORATION 
LTD. 

タ イ タイバーツ 
60百万 

金融サービス業 49.1  役員の兼任等・・・１名 (注)4. 
(注)5. 

ACS CREDIT  
SERVICE(M) 
SDN.BHD. 

マレーシア マレーシアリンギット 
1百万 金融サービス業 41.0   役員の兼任等・・・１名 (注)4. 

AEON 
INFORMATION 
SERVICE 
(SHENZHEN) 
CO.,LTD. 

中 国 
シンセン 

人民元 
2百万 

コールセンター業 
 

100.0   
（ 50.0） 

役員の兼任等・・・２名 (注)7. 

（持分法適用関連会社） 
 
ジャスベル㈱ 

東 京 都 
千代田区 

98 旅行あっせん業 30.6   
同社とは加盟店契約等を締結しておりま
す。 
役員の兼任等・・・１名 

 

㈱イオンビスティー 東 京 都 
千代田区 

490 サービス業 28.6   役員の兼任等・・・１名 (注)8. 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２．「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の（ ）は、間接所有の内数であります。 

３．有価証券報告書の提出会社であります。 

４．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

５．ACS CAPITAL CORPORATION LTD.は議決権を有する優先株式（１株につき1,000議決権）を一部発行しており、それを考

慮した議決権の所有割合は80.9％であります。 

６．AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. については、営業収益（連結会社間の内部営業収益を除く。）の連結営業収益

に占める割合が100分の10を超えております。 

  主要な損益情報等 (1)営業収益11,852百万円(2)経常利益3,409百万円(3)当期純利益2,952百万円 

(4)純資産額13,352百万円(5)総資産額46,940百万円 

７．AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD.は、会社設立により当連結会計年度から連結子会社となっております。 

８．㈱イオンビスティーは、設立出資により当連結会計年度から持分法適用関連会社となっております。 

（ 
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５．従業員の状況 

(1)連結会社の状況 （平成13年２月20日現在） 

地 域 別 セ グ メ ン ト の 名 称 従   業   員   数 （名） 

国 内 595（1,737） 

在 外 1,090（  608） 

合      計 1,685（2,345） 

（注）１．当社グループの従業員数は、金融サービス事業が90％以上を占めているため、地域別に記載しております。 

   ２．在外に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

      在外：香港、タイ、マレーシア、台湾、中国（シンセン） 

   ３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、年間平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 （平成13年２月20日現在） 

従 業 員 数 （ 名 ） 平 均 年 齢 （ 歳 ） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

555（1,670） 30.2 5.7 4,763 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、年間平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、税込み額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

 

(3）労働組合の状況 

 組合の活動については、特記すべき事項はありません。 



－  － 
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第２ 事業の状況 
 

１．業績等の概要 

(1) 業   績 

・当連結会計年度におきましては、連結各社において、支店の新規開設、自社ＣＤ（キャッシュディスペンサー）

の増設、会員募集、加盟店開発の強化に積極的に取り組みました。また、コールセンターや審査センターなどの

カード関連業務集中センターによる業務効率の向上に取り組むとともに、ｅコマース事業への参入や台湾、中国

（シンセン）での事業展開など新たな収益源の育成につきましても積極的に取り組みました。    

    
・この結果、当連結会計年度の連結業績は、営業収益71,232百万円（前年同期比14.2％増）、経常利益19,802百

万円（前年同期比27.6％増）、当期純利益10,613百万円（前年同期比39.7％増）と会社設立以来の最高益を更

新し、引き続き増収増益を達成することができました。 

 

・これにより、当連結会計年度における自己資本利益率（ROE）は、前連結会計年度の14.4％から17.5％へ、営

業収益経常利益率は、前連結会計年度の24.9％から27.8％へとそれぞれ改善することができました。 

 

・また、イオンクレジットサービス㈱の単独業績は、営業収益54,410百万円（前期比15.1％増）、経常利益

15,735百万円（前期比29.7％増）、当期純利益8,998百万円（前期比44.2％増）となり、連結業績同様に増収

増益を達成することができました。 

 

・連結各社の業績はつぎのとおりであります。 

  ①イオンクレジットサービス(株)単独の営業概況 

 

 ＜営業ネットワークの拡大＞ 

・会員募集、加盟店開発を一層促進させるために新たに12ヶ所の営業所を開設し、全国52ヶ所の営業拠点で

地域に密着した営業活動に取り組みました。これにより当期は、120万人のカード会員増と３万４千店の新

規加盟店を獲得することができました。 

・また、お客さまに一層お得に、便利にご利用いただけるカードを目指して、これまでジャスコ㈱を   

始めとするイオングループ各社で発行してまいりましたカードを統合し、イオンカードに刷新いたしまし

た。 

・更に、自社ＣＤ152台の増設を行い、業界トップクラスの1,275台のネットワークを築き、会員さまの利便

性の向上を図るとともに、郵便貯金に続き、新たに銀行預金のキャッシュカード引き出しサービスを開始

し、年間100万件のご利用をいただくことができました。なお、当社会員さまがご利用できるＣＤ、ＡＴＭ

台数は、金融機関との提携拡大により、業界トップの11万台のネットワークに充実させることができまし

た。 

 

＜審査センターの開設＞ 

・前期のコールセンターに続き、これまで各支店で行っておりました審査業務を集中して行う審査センター

を新たに開設いたしました。これにより、カード申し込み（モバイル端末を利用した直接データ送信、及

びＯＣＲによる自動データ入力）から審査（地域別オートスコアリングシステム）、カード作成、封入・

封緘（カードプロセスセンター）までの業務効率を向上させるとともに、より早くカードを利用したいと

いうお客さまの声に更にお応えできるようになりました。 

 

＜次世代カードへの対応＞ 

・将来の多機能ＩＣカードの発行に向け、郵政事業庁との電子マネー、ＩＣクレジットの実験や国土交通省

とのＥＴＣカードの発行、｢ＴＨＥ ＢＯＤＹ ＳＨＯＰ｣を展開する（株）イオンフォレストとのポイン

ト機能付きのＩＣカードの発行、荘内銀行、三重銀行、鳥取銀行とのキャッシュカード一体型カードの発

行など、次世代カードの主力となるアプリケーションの準備を着実に進めることができました。 
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＜ｅコマース事業への参入＜ｅコマース事業への参入＜ｅコマース事業への参入＜ｅコマース事業への参入＞＞＞＞    ｢イオンマーケット｣（｢イオンマーケット｣（｢イオンマーケット｣（｢イオンマーケット｣（hhhhttp://www.aeonmarket.comttp://www.aeonmarket.comttp://www.aeonmarket.comttp://www.aeonmarket.com））））    

・インターネット上で安全かつ便利にクレジットカードをご利用いただけるペイメントゲートウェイ「イオ

ンレジ」を開発し、｢イオンマーケット｣、｢ｅＪＵＳＣＯ．Ｃｏｍ｣等への導入を行いました。また、Ｙａ

ｈｏｏ、楽天、ビッダーズといったオークションサイト上位３社にも採用いただくことができました。 

・当期に立ち上げました｢イオンマーケット｣では、最短30分審査で即日振り込みの小口ローンやお申し込み

いただいた翌日にカードをご自宅にお届けする「カード＆ローンマーケット」、主要な損害保険会社13社

の自動車保険の比較見積もりができる「保険マーケット」、カードのご利用明細や住所変更などの受付、

優待施設のご案内などを提供する「イオンカードネットブランチ」を中心としたサービスの充実に取り組

みました。お客さまが必要とされているときにカードをお届けするスピード性を持ったサービスは、大変

好評を得ております。 

 

＜携帯電話を活用したサービス＜携帯電話を活用したサービス＜携帯電話を活用したサービス＜携帯電話を活用したサービス＞＞＞＞ 

・会員さまの利便性を一層向上させるために取り組んでおります携帯電話によるサービスにつきましては、

これまでのｉ-ｍｏｄｅに加えて、新たにＥＺｗｅｂ、Ｊ－ＳＫＹｗｅｂでご利用いただけるようにいたし

ました。また、請求額やときめきポイントの照会サービス、キャッシング申し込み受付に加えて、「イオ

ンマーケット」のネットメンバー申し込み受付や優待施設のご案内といった新たな機能を追加いたしまし

た。 

    

＜資金調達の多様化＞＜資金調達の多様化＞＜資金調達の多様化＞＜資金調達の多様化＞    

・当社の資金調達方針といたしましては、将来の金利上昇局面に備えて、より安定的で、より低利な資金調

達の実現を目指しております。 

・当期におきましては、長期格付け（（株）日本格付研究所 Ａ+、（株）格付投資情報センター Ａ）を取

得し、第１回国内無担保普通社債を100億円（期間７年）発行いたしました。また、日本銀行よりコマー

シャル・ペーパー発行適格企業に認定されるとともに、コマーシャル・ペーパーの発行枠を500億円から

1,000億円に増額することができました。更に、２月には、ボーナス払い債権の流動化を50億円実施いたし

ました。 

・これにより、期末借入金に占める期間１年以上の長期固定借入比率は前期の60％から73％に上昇し、直接

調達比率につきましても前期の23％から28％へ拡大させることができました。 

 

＜設備投資の状況＞＜設備投資の状況＞＜設備投資の状況＞＜設備投資の状況＞    

・将来の事業拡大に備え、当期はＣＤ152台を増設するとともに、営業拠点の拡大、事務集中を行った各セン

ターの充実、ｅコマース事業への投資等に積極的に取り組みました。これらに要した設備投資資金は、全

額自己資金により賄いました。 

    

＜環境保全・社会貢献活動について＞＜環境保全・社会貢献活動について＞＜環境保全・社会貢献活動について＞＜環境保全・社会貢献活動について＞ 

・当期の取り組みにつきましては、引き続きカード会員さまと一体となり、日本点字図書館や、国土緑化推

進機構などへの寄付活動に加え、当社従業員による心身障害者施設への寄付や季節行事への参加などチャ

リティ活動を積極的に行っております。 

・イオングループ環境財団を通じた環境保全活動では、「万里の長城・森の再生プロジェクト」第３回植樹

祭を実施し、日本・中国あわせて2,700名のボランティアが参加しました。３年間で39万本の植樹実績とな

りました。 

・イオングループ１％クラブを通じた活動では、エコロジーミュージカル「瓶ヶ森の河童」の公演開催やカ

ンボジアから｢小さな大使｣を招く国際交流などを積極的に行っております。 

    

    

    

    

    

    



－  － 
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②海外連結子会社の概況②海外連結子会社の概況②海外連結子会社の概況②海外連結子会社の概況    

    

＜香港＞＜香港＞＜香港＞＜香港＞    

・イオンクレジットサービス（アジア）（AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.）につきましては、新た

に「香港ネットカード」、「ホンポーレストランカード」などの提携カードを発行するとともに既存提携

カードの募集強化を行ったことにより、カード会員は11万人増加し、累計72万人に拡大することができま

した。また、平成12年12月には、国際ブランドのアメリカンエキスプレスとの提携により｢イオン・アメ

リカンエキスプレスカード｣を発行し、新たな顧客層の開拓を進めております。更に、ｅコマース事業に

おきましては、インターネット上でのペイメントゲートウェイ「イオンスポット」を開発し、クレジット

カード決済や分割払いサービスの受付を開始いたしました。 

・この結果、当期の業績は、営業収益846百万香港ﾄﾞﾙ（前期比2.3％増）、当期純利益210百万香港ﾄﾞﾙ（前

期比16.7％増）（円換算29億52百万円、１香港ﾄﾞﾙ＝14.06円）となり、継続して増収増益を達成すること

ができました。 

・個人消費の低迷や他社とのサービス競争など、厳しい経営環境が続いておりますが、新たにスタートいた

しましたアメリカンエキスプレスとの提携カードの拡大、ｅコマース事業の展開など第二の成長ステージ

が整ってまいりましたので今後一層の業容拡大に取り組んでまいります。 

    

＜タイ＞＜タイ＞＜タイ＞＜タイ＞    

・イオンタナシンサップ（タイランド）（AEON THANA SINSAP（THAILAND）CO.,LTD.）につきましては、支

店を15ヶ所増の31店舗へ、自社ＣＤを52台増設の66台へそれぞれ営業ネットワークの拡大を行いました。 

・また、これまで個品あっせん事業で蓄積してまいりましたお客さま情報をもとに、クレジットカード会員

化をすすめるとともに、４種類の新規提携カードを発行したことにより、カード会員数を期首の６万人か

ら30万人に一気に拡大することができました。 

・この結果、当期の業績は、営業収益1,226百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ（前期比87.3％増）、当期純利益157百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ（前

期比138.2％増）（円換算４億23百万円、１ﾀｲﾊﾞｰﾂ＝2.69円）となり、大幅な増収増益を達成することが

できました。 

・なお、平成12年12月には国際ブランドのマスターカードインターナショナルや（株）ジェーシービーとの

提携を実現し、今後一層の会員拡大を行っていく上での準備を完了することができました。 

    

＜マレーシア＞＜マレーシア＞＜マレーシア＞＜マレーシア＞    

・エーシーエスクレジットサービス(マレーシア)(ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD．)につきましては、クア

ラルンプールでの営業活動に加えて、東マレーシア地域のコタキナバル、クチン、西マレーシア地域のジ 

ョホールバル、ペナンに支店を開設し、地方都市での営業活動を本格的に開始いたしました。これにより、

新たな加盟店を700店舗開発することができ、加盟店ネットワークを1,900店舗へ拡大することができまし

た。あわせて、個品あっせん利用者へのIDカード発行につきましては２万７千人増の６万３千人に拡大し、

優良顧客の囲い込みを行うことができました。 

・この結果、当期の業績は、営業収益21,320千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ（前期比55.0％増）、当期純利益915千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝ

ｷﾞｯﾄ（前期比187.0％増）（円換算26百万円、１ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ＝28.86円）となり順調に業容の拡大がはか

れております。    

 

＜＜＜＜台湾＞台湾＞台湾＞台湾＞    

・イオンクレジットサービス（台湾）（AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.）につきましては、当期

より本格的に営業活動を開始し600店舗の加盟店を獲得することができました。これにより、個品あっせ

ん取扱高は日本円で月間１億円を計上することができるようになりました。 

    

＜中＜中＜中＜中国（シンセン）＞国（シンセン）＞国（シンセン）＞国（シンセン）＞    

・平成12年６月に設立いたしましたコールセンター事業を行うイオンインフォメーションサービス（シンセ

ン）（AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.）につきましては、香港現地法人のテレマーケ

ティング業務を受託するとともに、設備の拡充とお客さまへの応対サービス強化に取り組んでおり、外部

企業からの業務受託に向け準備をすすめております。 



－  － 
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③国内連結子会社の概況③国内連結子会社の概況③国内連結子会社の概況③国内連結子会社の概況    

    

・ エヌ・シー・エス興産（株）（保険代理事業）は、ダイレクトメールや店舗へのテイクワンスタンドの設

置、インターネットでの自動車保険比較サイトの展開など無店舗販売による事業拡大に取り組むとともに、

家電製品延長保証サービスの拡大に引き続き注力いたしました。 

この結果、当期の業績は、営業収益542百万円（前期比52.8％増）、当期純利益170百万円（前期比99.8％

増）と大きく業績を伸ばすことができました。 

    

・ エー・シー・エス債権管理回収（株）（サービサー事業）は、通信販売やノンバンクなど外部企業からの

業務受託活動を促進させ、総額で150億円の債権回収代行を受託することができました。 

この結果、当期の業績は、営業収益395百万円（前期比40.0％増）､当期純利益54百万円（前期比104.7％

増）となり、大きく業績を伸ばすことができました。 

 

(2）キャッシュ・フローの状況 

    

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当連結会計年度は、カード会員の拡大と加盟店、ＣＤネットワークの拡大により、総合あっせん事業並び

に融資事業の取扱高が順調に伸長したことにより、割賦売掛金で13,795百万円、営業貸付金で30,258百万

円それぞれ残高が増加いたしましたが、税金等調整前当期純利益が19,802百万円となりましたので、営業

活動のキャッシュ・フローは、24,242百万円の減少となりました。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当連結会計年度は、融資事業拡大のための自社ＣＤ増設及びｅコマース事業へのシステム投資、更に

は、コールセンターや審査センターなどのカード関連業務集中センターへの設備投資等を行った結果、

投資活動のキャッシュ・フローは、5,627百万円の減少となりました。 

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当連結会計年度は、取扱高が順調に伸長したことによる借入金の増加と国内無担保普通社債の発行に

より、財務活動のキャッシュ・フローは、30,199百万円の増加となりました。 

 

以上の結果、当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物の残高につきましては、前

連結会計年度末の9,784百万円に比べ390百万円増加し、10,174百万円となりました。 

なお、当連結会計年度より「連結キャッシュ・フロー計算書」を作成しているため、前連結会計年度

との比較は行っておりません。    



－  － 
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２.営 業 実 績 

(1）部 門 別 取 扱 高 

 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

年度別 
 
 
部門別 

金    額（構成比） 金    額（構成比） 

前年同期比 

総 合 あ っ せ ん 446,020（ 49.9％） 515,842（ 49.7％） 115.7％ 

個 品 あ っ せ ん 19,080（  2.1％） 28,028（  2.7％） 146.9％ 

融 資 236,826（ 26.5％） 278,091（ 26.8％） 117.4％ 

融 資 代 行 185,396（ 20.7％） 211,993（ 20.4％） 114.3％ 

そ の 他 6,636（  0.8％） 3,671（  0.4％）  55.3％ 

合 計 893,961（100.0％） 1,037,626（100.0％） 116.1％ 

（注）１．取扱高は元本取扱高であります。 

２．前連結会計年度まで「その他」に含めて表示しておりました集金代行については、当連結会計年度より取

扱高に含めて表示しないことにいたしました。なお、前連結会計年度における当該金額は4,017百万円で

あります。 

３．各部門別の取扱高の内容及び範囲は次のとおりであります。 

総合あっせん クレジットカードによる包括的与信に基づいたあっせん取引であり、取扱高の範囲はクレ

ジット対象額であります。 

個品あっせん クレジットカードを用いず、取引の都度当社が顧客に対する与信審査・与信判断等を行う

あっせん取引であり、取扱高の範囲はクレジット対象額であります。 

融 資 当社グループが直接会員又は顧客に金銭を貸付ける取引であり、取扱高の範囲は会員又は

顧客に対する融資額であります。 

融 資 代 行 提携先の発行するカード会員に対し、当社グループが当該カード発行会社に代わり融資を

行う取引であり、取扱高の範囲は融資代行額であります。 

そ の 他 損害保険代理店業務、債権回収代行業務等による取引であり、取扱高の範囲は、顧客の保 

       険料支払額、債権回収代行額等であります。 

４．取扱高には消費税等を含めておりません。 

 

(2）部 門 別 営 業 収 益 

 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

年度別 
 
 
部門別 

金    額（構成比） 金    額（構成比） 

前年同期比 

総 合 あ っ せ ん 収 益 10,659（ 17.1％） 12,065（ 16.9％） 113.2％ 

個 品 あ っ せ ん 収 益 2,130（  3.4％） 3,149（  4.4％） 147.8％ 

融 資 収 益 43,514（ 69.8％） 49,408（ 69.4％） 113.5％ 

融 資 代 行 収 益 2,524（  4.1％） 3,069（  4.3％） 121.6％ 

償 却 債 権 回 収 益 404（  0.6％） 855（  1.2％） 211.4％ 

そ の 他 収 益 

金 融 収 益 

2,957（  4.7％） 

198（  0.3％） 

2,419（  3.4％） 

265（  0.4％） 

81.8％ 

133.6％ 

合 計 62,390（100.0％） 71,232（100.0％） 114.2％ 

（注）  営業収益には消費税等を含めておりません。 



－  － 
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(3）提 出 会 社 の 状 況 

① 部 門 別 取 扱 高 

 （単位 百万円） 

第 19 期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第 20 期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

期別 
 
 
部門別 

金    額（構成比） 金    額（構成比） 

前 期 比 

総 合 あ っ せ ん 429,821（ 52.0％） 499,053（ 52.4％） 116.1％ 

個 品 あ っ せ ん 2,071（  0.3％） 1,991（  0.2％） 96.2％ 

融 資 204,641（ 24.8％） 240,169（ 25.2％） 117.4％ 

融 資 代 行 185,396（ 22.4％） 211,993（ 22.2％） 114.3％ 

そ の 他 4,439（  0.5％） 50（  0.0％） 1.1％ 

合 計 826,370（100.0％） 953,259（100.0％） 115.4％ 

（注）１．取扱高は元本取扱高であります。 

２．第19期まで「その他」に含めて表示しておりました集金代行については、第20期より取扱高に含めて表示

しないことにいたしました。なお、第19期における当該金額は4,017百万円であります。 

３．各部門別の取扱高の内容及び範囲は次のとおりであります。 

総合あっせん クレジットカードによる包括的与信に基づいたあっせん取引であり、取扱高の範囲はクレ

ジット対象額であります。 

     個品あっせん クレジットカードを用いず、取引の都度当社が顧客に対する与信審査・与信判断等を行う

あっせん取引であり、取扱高の範囲はクレジット対象額であります。 

     融 資 当社が直接会員又は顧客に金銭を貸付ける取引であり、取扱高の範囲は会員又は顧客に対

する融資額であります。 

     融 資 代 行 提携先の発行するカード会員に対し、当社が当該カード発行会社に代わり融資を行う取引

であり、取扱高の範囲は融資代行額であります。 

  そ の 他 損害保険代理店業務による取引であり、取扱高の範囲は、顧客の保険料支払額等でありま

す。 

４．取扱高には消費税等を含めておりません。 

 

② 部 門 別 営 業 収 益 

（単位 百万円） 

第 19 期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第 20 期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

期別 

 

部門別 金   額（構成比） 金    額（構成比） 

前 期 比 

総 合 あ っ せ ん 収 益 9,464（ 20.0％） 10,453（ 19.2％） 110.4％ 

個 品 あ っ せ ん 収 益 103（  0.2％） 107（  0.2％） 104.2％ 

融 資 収 益 33,065（ 69.9％） 38,524（ 70.8％） 116.5％ 

融 資 代 行 収 益 2,524（  5.4％） 3,085（  5.7％） 122.2％ 

償 却 債 権 回 収 益 332（  0.7％） 396（  0.7％） 119.2％ 

そ の 他 収 益 1,775（  3.8％） 1,817（  3.3％） 102.4％ 

金 融 収 益 14（  0.0％） 24（  0.1％） 177.3％ 

合 計 47,280（100.0％） 54,410（100.0％） 115.1％ 

（注）  営業収益には消費税等を含めておりません。 



－  － 
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③ 利用件数及び会員数  

              期別 

区分 
第 19 期 

（平成12年２月20日現在） 
第 20 期 

（平成13年２月20日現在） 

総 合 あ っ せ ん 1,733千件   2,026千件   

個 品 あ っ せ ん 6     6     

利
用
件
数 融 資 611     666     

会員数（クレジットカード発行枚数） 1,000万人    880万人    

（注）１．利用件数は平成12年２月及び平成13年２月における顧客に対する請求件数であります。 

２．会員数は、クレジットカード枚数の合計であります。なお、第20期より重複会員を除いて記載しておりま

す。 

④ １店舗当たり取扱高及び１人当たり取扱高 

              期別 

 

区分 

第 19 期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第 20 期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

取 扱 高 826,370百万円   953,259百万円   

支 店 ・ 営 業 所 数 39店     51店         

従 業 員 数 514人     555人     

項 目 金      額 金      額 

支店・営業所１店舗当たり取扱高 21,188百万円    18,691百万円    

従 業 員 １ 当 た り 取 扱 高 1,607       1,717       

（注） １店舗当たり取扱高及び１人当たり取扱高は、期末日現在における支店・営業所及び従業員数により算出し

ております。 

 

⑤ 主要部門における信用供与状況 

信  用  供  与  限  度  額 
部
門
別 

           期別 

 

区分 
第 19 期 

（平成12年２月20日現在） 
第 20 期 

（平成13年２月20日現在） 

あ
っ
せ
ん 

総 
 

合 

カ ー ド シ ョ ッ ピ ン グ 30万円～50万円 同     左 

あ
っ
せ
ん 

個 
 

品 

ショッピングクレジット 特に定めず 同     左 

カ ー ド キ ャ ッ シ ン グ 10万円～50万円（１万円単位） 同     左 

無担保 200万円（１万円単位） 無担保 同     左 
融 

資 各 種 ロ ー ン 
有担保 １億円（１万円単位） 有担保 同     左 

（注） 上記信用供与限度額は標準限度額であり、契約内容及び種類により上記限度額と異なる場合があります。 
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⑥ 融資における業種別貸出状況                            （単位 百万円） 

第 19 期 
（平成12年２月20日現在） 

第 20 期 
（平成13年２月20日現在） 業  種 

貸出金残高 構成比 貸出件数 貸出金残高 構成比 貸出件数 

  ％ 件    

製 造 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

農 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

林 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

漁 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

鉱 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

建 設 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

電気・ガス・熱供給・水道業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

運輸・通信業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

卸売・小売・飲食店 1,489 1.0 78 1,142 0.7 70 

金融・保険業 6,198 4.0 50 5,333 3.0 50 

不 動 産 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

サ ー ビ ス 業 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

地方公共団体 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

個 人 145,501 95.0 620,277 169,786 96.3 687,493 

そ の 他 ―  ―  ―  ―  ―  ― 

合 計 153,188 100.0 620,405 176,263 100.0 687,613 

 

⑦ 融資における担保別貸出状況                            （単位 百万円） 

担 保 の 種 類 第 19 期 
（平成12年２月20日現在） 

第 20 期 
（平成13年２月20日現在） 

有 価 証 券 136 221 

債 権 ― ― 

商 品 ― ― 

不 動 産 9 6 

そ の 他 1,489 1,142 

計 1,635 1,370 

保 証 ― ― 

信 用 151,553 174,892 

合 計 153,188 176,263 
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３. 対処すべき課題 

当社グループの属するクレジット業界におきましては、クレジットカードを核とした金融サービスの拡大展開の

有望性から、グローバル金融企業や自動車メーカーをはじめとする異業種の参入が活発化しております。また、

｢インフォメーションテクノロジー｣の進展により事業環境も大きく変革しております。 

このような環境のなか、当社グループは、これまで培ってまいりましたローコストオペレーション体制を一層推

進させるとともに、イオングループ各社の顧客を組織化するイオンカードの会員拡大、更には外部企業との提携

カードの発行促進に取り組むことにより、この競争に打ち勝ってまいります。また、当社の特徴であります、アジ

ア各国の現地に根ざした営業展開を更に推進し、クレジット事業を核としたグローバルに活躍する金融サービス企

業を目指し、次の重点実施事項に取り組んでおります。 

 
① 営業ネットワークの強化 

・全国52ヶ所の営業拠点を活かし、提携先店舗での会員募集を強化し、年間100万人の会員増に取り組んでま

いります。 

・自社ＣＤを200台増設し、業界トップの1,500台体制を実現し、郵便貯金引出サービスや規制緩和が予定され

ております銀行預金引出サービスなど手数料収入の拡大に取り組んでまいります。 

② カスタマーリレーションシップの強化 

・毎月のカード請求書、購読者30万人のカード会員誌「ＭＯＭ」、コールセンターをはじめとする900席の事

務処理集中センター、インターネット上の「イオンマーケット」を活用し、より一層のカスタマーリレー

ションシップの強化に取り組み、会員さまのカード利用の促進につなげてまいります。 

③ 次世代カードへの対応 

・クレジット、デビット、ポイント、ＥＴＣ、ＩＤ機能等、ＩＣカードの主要アプリケーションについての実

験を推進し、多機能ＩＣカード発行に向けての準備を着実に行ってまいります。 

④ 債権管理センターの開設 

・お客さまサービスの向上とローコストオペレーション体制を推進するために取り組んでまいりましたカード

作成プロセスセンター、コールセンター、審査センターの集中化に続き、債権管理センター（東西２ヶ所

300席）を開設し、カードの審査、発行、債権回収、問い合わせ応対など一連のカード関連業務についての

集中センター構想を完成させてまいります。 

⑤ ｅコマース事業の基盤づくり 

・インターネット上でのカード決済システム「イオンレジ」を「総合決済サービス」としてパッケージ化する

ことにより、今後利用拡大が見込めるｅコマースでの決済ビジネスに参入してまいります。 

⑥ 新人事制度の推進と人材の育成強化 

・前期に改革いたしました新人事制度を更に推進し、成果・業績主義の徹底と人材の柔軟な抜擢・登用、パー

トタイマーからの社員登用などに積極的に取り組んでまいります。 

・自社内に研修センターを開設し、お客さま応対サービス教育、専門知識習得教育などに積極的に取り組み、

お客さま､加盟店さまへのサービス強化に結び付けてまいります。 

⑦ 直接資金調達の強化 

・より安定的で低利な資金調達を実現するために、融資債権の流動化などの直接資金調達を更に強化し、資金

調達の多様化を一層進めてまいります。 

⑧ アジアネットワークの拡大 

・香港での事業につきましては、カード会員数10万人増の82万人への拡大や自社ＣＤを50台増設し340台体制

の構築を行うとともに、マスターカードインターナショナル、アメリカンエキスプレスとの提携に続き、 

ＶＩＳＡカードインターナショナルとの提携カード発行を行い、一層の事業拡大に取り組んでまいります。 

・タイでの事業につきましては、カード会員数25万人増の55万人への拡大に取り組んでまいります。また、新

たに支店を14ヶ所増設し45支店体制へ、自社ＣＤにつきましても64台増設の130台体制にそれぞれ拡大する

とともに、タイ証券取引所への株式上場の実現に向けて社内管理体制の強化に取り組んでまいります。 

・マレーシアでの事業につきましては、新たに支店を10ヶ所増設し、15ヶ所体制に拡大し、地方での営業活動

を更に推進してまいります。 

・台湾での事業につきましては､台北地区を中心に加盟店開発を更に強化してまいります。 

・中国（シンセン）での事業につきましては、コールセンターのオペレーター席を50席から100席に倍増させ、
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外部企業からの業務受託が実現できるよう体制整備に取り組んでまいります。 

⑨ 国内子会社の育成 

・保険代理店事業につきましては、自動車保険を中心とした保険の無店舗販売を更に強化するとともに、保険

契約継続率の向上に取り組んでまいります。 

・サービサー事業につきましては、営業拠点の拡大、債権管理回収システムの強化を通じて、一層の外部企業

からの業務受託拡大に取り組んでまいります。 

⑩ 社会貢献・環境保全活動の推進 

・会員さまと一体となった寄付活動、従業員による福祉施設へのボランティア、障害を持った方々で業務運営

を行なっているビジネスサポートセンターの育成に取り組むとともに、イオングループ１％クラブ、イオン

グループ環境財団を通した活動についても着実に取り組んでまいります。 

⑪ 新会計基準への対応 

・来期から適用となる退職給付会計や金融商品会計などの新会計基準については、退職給付債務に係る会計基

準変更時差異を一括費用処理する等の積極的な対応をしてまいります。 

 

４．経営上の重要な契約等 

 該当事項はありません。 

 

５．研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 
 

１．設備投資等の概要 

当連結会計年度中において、当社並びに連結子会社が実施しました設備投資等の主なものは以下のとおりであ

ります。 

① 主な設備投資 

（提 出 会 社）     3,931百万円   ＣＤ関連資産        859百万円 

ＯＡ機器等の購入      734百万円 

ソフトウェア開発     2,168百万円 

その他有形固定資産の購入  168百万円 

  

（国内子会社３社）      47百万円  （ＯＡ機器及びソフトウェア開発） 

   （海外子会社６社）    1,193百万円  （営業拠点の拡大及びＣＤの増設等） 

  

② 主な設備の除却及び売却 

特記すべき事項はありません。 

２．主要な設備の状況 

（1）提出会社 

（平成13年２月20日現在） 

設備の種類別の帳簿価額（百万円） 
事 業 所 名 

（所 在 地） 建 物 器具備品・車両運搬具 合 計 

 

従業員数 

（名) 

摘要 

本 社 

（ 東 京 都 千 代 田 区 ） 
21 416 438 78 １ 支 店 

幕 張 本 社 

（ 千 葉 市 美 浜 区 ） 
12 577 589 45  

北 海 道 事 業 部 

（ 北 海 道 札 幌 市 他 ） 
11 59 70 16 

１ 支 店 

２営業所 

東 北 事 業 部 

（ 宮 城 県 仙 台 市 他 ） 
8 318 327 52 

２ 支 店 

４営業所 

関 東 事 業 部 

（ 千 葉 市 美 浜 区 他 ） 
4 520 525 76 

３ 支 店 

９営業所 

中 部 事 業 部 

（ 名 古 屋 市 中 区 他 ） 
4 457 461 59 

２ 支 店 

６営業所 

近 畿 北 陸 事 業 部 

（ 大 阪 市 中 央 区 他 ） 
34 401 435 79 

２ 支 店 

５営業所 

西 部 事 業 部 

（ 広 島 市 中 区 他 ） 
11 321 332 56 

２ 支 店 

７営業所 

九 州 沖 縄 事 業 部 

（ 福 岡 市 博 多 区 他 ） 
1 160 161 35 

１ 支 店 

５営業所 

東 京 コ ー ル セ ン タ ー 

（ 千 葉 市 美 浜 区 ） 
25 104 129 7  

大 阪 コ ー ル セ ン タ ー 

（ 大 阪 府 豊 中 市 ） 
14 175 190 9  

審 査 セ ン タ ー 

（ 千 葉 市 美 浜 区 ） 
56 200 256 43  

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．摘要欄の本社の１支店は香港支店であります。 
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（２）国内子会社 

（平成13年２月20日現在） 

設備の種類別の帳簿価額（百万円） 
会  社  名 

（所 在 地） 建 物 器具備品・車両運搬具 合 計 

 

従業員数 

（名) 

摘要 

エヌ・シー・エス興産㈱他2社 

（ 東 京 都 千 代 田 区 ） 
1 22 23 40 13拠点 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．摘要欄の数値は営業拠点数であります。 

      

（３）海外子会社 

（平成13年２月20日現在） 

設備の種類別の帳簿価額（百万円） 
会  社  名 

（所 在 地） 建 物 器具備品・車両運搬具 合 計 

 

従業員数 

（名) 

摘要 

AEON CREDIT SERVICE 

（ASIA）CO.,LTD.他５社 

（ 中 国 ・ 香 港 他 ） 

160 1,333 1,493 1,090 69拠点 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．摘要欄の数値は営業拠点数であります。 

      

 

３．設備の新設、除却等の計画 

 

  平成13年2月20日現在計画中の主なものは次のとおりであります。 

(1)重要な設備の新設等 

（単位 百万円） 

投資予定額 会社名 

（所在地） 
設備の内容 

総 額 既支払額 
資金調達方法 着手年月 

完成予定 

年  月 

Ｃ Ｄ の 設 置 1,100 ― 自己資金 平成13年３月 平成14年２月 
提 出 会 社 

（東京都千代田区） 
事業の拡大及び事

務処理の合理化等 
2,800 ― 自己資金 平成13年３月 平成14年２月 

AEON CREDIT SERVICE 

（ASIA）CO.,LTD.他５社 

（中国・香港他） 

事 業 の 拡 大 及 び 

Ｃ Ｄ の 増 設 等 
1,200 ― 自己資金 平成13年３月 平成14年２月 

（注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2)重要な設備の除売却等 

特記すべき事項はありません。 
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第４ 提出会社の状況 
 

１．株式等の状況 

(1）株式の総数等   

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要 

普 通 株 式 180,000,000株  

計 180,000,000株 － 

     

発 行 数 記名・無記名 
の別及び額面 
・無額面の別 

種類 
事 業 年 度 末 現 在 

(平成13年２月20日現在) 
提 出 日 現 在 

(平成13年５月16日現在) 

上場証券取引所名 摘 要 

記名式額面株式 
（券面額 50円） 

普通
株式 47,565,760株 47,565,760株 東京証券取引所 

市場第一部 
（注） 

発

行

済

株

式 

計 － 47,565,760株 47,565,760株 － － 

 （注） 発行済株式については、議決権を有しております。 

 

(2）発行済株式総数、資本金等の推移  

発 行 済 株 式 総 数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
摘 要 

平成８年２月21日～ 千株 千株 百万円 百万円 百万円 百万円 株式分割及び有償一般募 

平成９年２月20日 2,120 13,320 3,370 8,770 3,370 10,353 集による増加（注）1. 

平成９年２月21日～ 

平成10年２月20日 
7,300 20,620 3,906 12,676 3,904 14,257 

株式分割及び有償一般募 

集による増加（注）2. 

平成10年２月21日～ 

平成11年２月20日 1,000 21,620 2,790 15,466 2,789 17,046 
有償一般募集による増加 

（注）3. 

平成11年２月21日～ 

平成12年２月20日 25,944 47,565 ― 15,466 ― 17,046 
株式分割による増加 

（注）4. 

 （注）１．平成８年４月10日付株式分割（１株につき1.1株の割合による）による増加1,120千株及び平成８年12月

２日付有償一般募集1,000千株（発行価格6,740円 資本組入額3,370円）の増加によるものであります。 

    ２．平成９年４月10日付株式分割（１株につき1.2株の割合による）による増加2,664千株及び平成９年７月

28日付有償一般募集1,200千株（発行価額6,509円 資本組入額3,255円）の増加並びに平成10年２月17

日付株式分割（１株につき1.2株の割合による）による増加3,436千株によるものであります。 

３．平成10年６月19日付有償一般募集1,000千株（発行価額5,579円 資本組入額2,790円）の増加によるも

のであります。 

４．平成11年４月８日付株式分割（１株につき1.1株の割合による）による増加2,162千株及び平成12年２月

10日付株式分割（１株につき２株の割合による）による増加23,782千株の増加によるものであります。 
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(3)所有者別状況    
（平成13年２月20日現在） 

株式の状況（１単位の株式数100株） 

区 分 
政府及び地
方公共団体 金 融 機 関 証 券 会 社 

そ の 他 の 
法 人 

外国法人等
(うち個人) 個人その他 計 

単 位 未 満 
株式の状況 

株主数 ―  84 23 86 
134  

（    4） 4,734 5,061 － 

所有株式数 ―  163,968 760 241,205 50,176  
（   7） 

19,024 475,133 52,460 

 割合 ―  34.5 0.1 50.8 10.6  
（   0.0） 

4.0 100.00 － 

 （注）１．自己株式は、162株であり、「個人その他」の欄に１単位、「単位未満株式の状況」欄に62株含めて記

載しております。 

２．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が29単位含まれております。 

 

(4）大株主の状況  （平成13年２月20日現在） 

氏 名 又 は 名 称 住 所 所 有 株 式 数 
発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合 

  千株 ％ 

ジ ャ ス コ ㈱ 東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 21,042 44.24 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口)  東京都中央区晴海１丁目８番10号 1,669 3.51 

野村信託銀行㈱（投信口) 東京都中央区日本橋１丁目１番１号 1,304 2.74 

㈱ 第 一 勧 業 銀 行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,136 2.39 

ザチエースマンハツタンバンクエヌエイロンドン 
 常任代理人 ㈱富士銀行  
 兜町カストディー業務室  

WOOLGATE HOUSE COLEMAN STREET LONDON 
EC２Ｐ ２HD，ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,048 2.21 

三菱信託銀行㈱（信託口) 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,019 2.14 

東洋信託銀行㈱（信託勘定Ａ口) 東京都千代田区丸の内１丁目４番３号 807 1.70 

マックスバリュ西日本㈱ 兵庫県姫路市三左衛門堀東の町121番地 802 1.70 

第一生命保険相互会社特別口 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 798 1.70 

ミ ニ ス ト ッ プ ㈱ 東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 694 1.46 

計  30,323 63.75 

（注） 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱は、㈱大和銀行と住友信託銀行㈱の共同出資で平成12年６月20日に資

産管理業務に特化した信託銀行として設立されました。 

 

人 

単位 

％ 

株 



－  － 
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(5）議決権の状況   
（平成13年２月20日現在） 

議 決 権 の あ る 株 式 数 
議決権のない株式数 

自 己 株 式 等 そ の 他 
単 位 未 満 株 式 数 摘 要 

発
行
済
株
式 － 100 47,513,200 52,460  

 （注）１．単位未満株式には、当社所有の自己株式62株が含まれております。 

２．「議決権のある株式数」の「その他」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,900株含まれており

ます。 

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数 

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

摘 要 

イオンクレジットサービス㈱ 
東京都千代田区神田
錦町一丁目１番地 162 － 162 0.0  

自

己

株

式

等 計 － 162 － 162 0.0 － 

 

(6) ストックオプション制度の内容 

   該当事項はありません。 

 

２．自己株式の取得等の状況 

［取締役又は使用人への譲渡及び利益、資本準備金又は再評価差額金による消却に係る自己株式の取得等の状況］ 

(1)前決議期間における自己株式の取得等の状況 

該当事項はありません。 

 

(2)当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

該当事項はありません。 

 

［資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況］ 

(1)前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

該当事項はありません。 

 

(2)当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

該当事項はありません。 

株 株 株 株 

株 株 株 ％ 



－  － 
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３．配当政策 

当社は、自己資本利益率（ROE）の向上に努めるとともに、株主への安定的利益還元の維持、将来の事業拡大

や収益向上を目指す上で不可欠な設備投資等を実行するために必要な内部資金の確保の両立を基本方針として

おります。 

当期の株主配当金につきましては、中間配当金15円（取締役会決議日 平成12年10月12日）、期末配当金15

円を合わせて１株につき30円を予定しておりましたが、平成13年６月に会社創立20周年を迎えるにあたり、株

主の日頃よりの支援に報いるため、期末配当金につきましては記念配当金10円を加えた25円を実施し、年間配

当金は１株につき40円となりました。この結果、配当性向は、前期の19.1％から21.1％へ向上し、平成12年２

月に実施いたしました株式分割（１株につき２株の割合による）を考慮いたしますと年間配当金は80円となり、

前期と比べて実質30円の増配となります。 

また、当期の内部留保金につきましては、自己資本を充実させるとともに、将来の事業拡大のために投資す

ることにしております。 

なお、来期の株主配当金につきましては、中間配当金20円、期末配当金20円とさせていただく予定でありま

す。 

 

 

４．株価の推移      

回 次 第 16 期 第 17 期 第 18 期 第 19 期 第 20 期 

決算年月 平成９年２月 平成10年２月 平成11年２月 平成12年２月 平成13年２月 

最 高 
(7,450) 
8,050 

□7,250 

8,050 
□7,300 

(6,750) 
8,140 

□7,050 

18,450 
□9,500 7,800 

最近５年間の事業年

度別最高・最低株価 

最 低 
(4,200) 
7,100 

□6,710 

5,690 
□6,010 

(5,000) 
5,000 

□6,500 

7,200 
□5,990 4,210 

月 別 平成12年９月 10月 11月 12月 平成13年１月 ２月 

最 高 6,500 6,800 6,700 6,760 6,730 7,080 最近６箇月間の 

月別最高・最低株価 

最 低 5,460 5,950 5,850 5,940 5,800 5,990 

 （注）１．当社株式は平成６年12月27日付をもって、日本証券業協会に店頭売買有価証券として新規登録され、平

成８年12月２日付をもって東京証券取引所市場第二部に上場し，平成10年８月３日付で東京証券取引所

市場第一部に指定されました。 

２．最近５年間の事業年度別最高・最低株価は、平成８年２月21日から平成８年12月１日までは日本証券業

協会におけるものであり、平成８年12月２日から平成10年８月２日までは東京証券取引所市場第二部に

おけるものであります。 

また、平成10年８月３日以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

なお、第16期（平成９年２月期）においては日本証券業協会におけるものを、第18期（平成11年２月

期）においては、東京証券取引所市場第二部におけるものを（ ）表示しております。 

３．□印は、株式分割権利落後の株価であります。 

４．上記の「最近６箇月間の月別最高・最低株価」は、毎月１日から月末までのものを記載しております。 

円 

円 

円 

円 



－  － 
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５．役員の状況   

役名及び職名 
氏 名 
（生 年 月 日） 略 歴 所有株式数 

代表取締役会長 
浅 野 和 郎 

（昭和16年５月14日生） 

昭和39年４月 ㈱東京銀行（現 ㈱東京三菱銀行）入行 

平成５年６月 同行取締役 

平成８年６月 同行常務取締役 

平成10年５月 当社取締役副会長 

平成11年５月  当社代表取締役会長（現任） 
 

平成11年６月 AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. 

取締役（現任） 

0 

代表取締役社長 
森  美 樹 

（昭和25年９月16日生） 

昭和48年３月 ジャスコ㈱入社 

昭和56年６月 当社営業推進室長 

昭和59年５月 当社取締役 

平成４年５月 当社常務取締役 

平成６年５月 当社専務取締役 

平成７年５月 当社代表取締役社長（現任） 

平成９年５月 ジャスベル㈱取締役（現任） 
 

平成９年８月 ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.取締役

（現任） 
 

平成10年１月 ACS CAPITAL CORPORATION LTD.取締役

（現任） 

平成10年５月 エヌ・シー・エス興産㈱代表取締役社長

（現任） 

平成10年９月  エー・シー・エス・ファイナンス㈱代表

取締役社長（現任） 

平成11年２月  エー・シー・エス・クレジットマネジメ

ント㈱（現 エー・シー・エス債権管理

回収㈱）取締役（現任） 
 

平成11年５月 AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD. 

取締役会長（現任） 
 

平成11年６月 AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.

取締役会長（現任） 

平成11年12月  AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）

CO.,LTD.代表取締役会長（現任） 

平成12年６月 AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）

CO.,LTD.取締役（現任） 

平成12年８月 ㈱イオンビスティー取締役（現任） 

12 

 

千株 
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役名及び職名 
氏 名 
（生 年 月 日） 

 
略 歴 

 
所有株式数 

常 務 取 締 役 
 

（経営管理本部長） 

浅 井 啓 志 

（昭和23年６月30日生） 

昭和48年11月 ジャスコ㈱入社 

平成２年６月 当社管理本部長 

平成４年５月 当社取締役 

平成５年８月 当社経営計画室長 

平成７年２月 当社経営管理本部長（現任） 

平成７年５月 当社常務取締役（現任） 
 

平成９年６月 ㈱セントラル・コミュニケーション・ビューロー

（現 ㈱シーシービー）監査役（現任） 

平成10年５月 AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD. 

              取締役（現任） 

平成10年９月 エー・シー・エス・ファイナンス㈱監査役（現

任） 

平成11年８月 エー・シー・エス・クレジットマネジメント㈱

（現 エー・シー・エス債権管理回収㈱）

監査役（現任） 
 

平成11年12月 AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD. 

監査役（現任） 

2 

常 務 取 締 役 
 

(業務推進本部長) 

斎 藤  稔 

（昭和17年８月18日生） 

昭和36年３月 扇屋ジャスコ㈱（現ジャスコ㈱）入社 

平成４年９月 当社システム部長 

平成６年５月 当社取締役 

平成７年２月 当社システム本部長 

平成９年２月 当社情報管理本部長 

平成11年５月 当社常務取締役（現任） 

平成12年５月 エー・シー・エス債権管理回収㈱監査役

（現任） 

平成13年２月 当社業務推進本部長（現任） 

3 

取 締 役 
 

(営 業 本 部 長) 

上 山 政 道 

（昭和30年６月27日生） 

昭和53年３月 ジャスコ㈱入社 

平成２年８月 当社人事総務部長 

平成９年２月 当社提携カード統括部長 

平成10年２月 当社開発本部長 

平成10年５月 当社取締役（現任） 

平成12年９月 当社営業本部長（現任） 

2 

取 締 役 
 

(開 発 本 部 長) 

河 田 和 彦 

（昭和32年７月９日生） 

昭和58年１月 当社入社 

平成５年２月 当社新規事業推進部長 

平成９年２月 当社関東甲信越事業部長 

平成９年８月 当社営業本部長 

平成10年５月 当社取締役（現任） 

平成12年９月 当社開発本部長（現任） 

1 

 

千株 
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役名及び職名 氏 名 
（生 年 月 日） 

 
略 歴 

 
所有株式数 

取 締 役 
 

お客さまサービス推進部長 
兼 検 査 室 長 

小 坂 昌 範 

（昭和31年７月28日生） 

昭和54年３月 ジャスコ㈱入社 

平成７年５月 AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.取

締役 

平成８年５月 当社取締役（現任） 

平成10年２月 当社お客さまサービス推進室長 

平成11年５月 当社人事総務本部長 

平成12年２月 当社事業企画部長 

平成12年５月 エヌ・シー・エス興産㈱取締役（現任） 

平成13年２月 当社お客さまサービス推進部長兼検査室

長（現任） 

3 

取 締 役 
 

(業務推進部長) 

高 山 孝 一 

（昭和29年10月10日生） 

昭和53年３月 ジャスコ㈱入社 

平成５年５月 当社営業推進部長 

平成９年２月 当社営業企画統括部長 
 

平成10年９月 当社コールセンター推進部長 

平成11年５月 当社取締役（現任） 

平成11年５月 当社コールセンター推進本部長 

平成12年２月 当社コールセンター推進部長 

平成13年２月 当社業務推進部長（現任） 

3 

取 締 役 
 

(商品企画統括部長) 

近 藤 安 彦 

（昭和35年11月21日生） 

昭和58年４月 当社入社 
 

平成８年６月 AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.取

締役 

平成11年５月 当社取締役（現任） 

平成11年５月 当社商品企画本部長 

平成12年２月 当社商品企画部長 

平成12年９月 当社商品企画統括部長（現任） 

3 

取 締 役 
神 谷 和 秀 

（昭和31年６月29日生） 

昭和57年２月 ジャスコ㈱入社 

平成２年７月 NIHON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD. 

（現 AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO., 

LTD.）代表取締役社長（現任） 
 

平成５年５月 SIAM NCS CO.,LTD.（現AEON THANA 

SINSAP(THAILAND)CO.,LTD.）取締役（現

任） 

平成６年５月 当社取締役（現任） 
 

平成11年12月 AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）

CO.,LTD.取締役（現任） 

平成12年６月 AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）

CO.,LTD.代表取締役会長（現任） 

3 

常 勤 監 査 役 
葛 西  謙 

（昭和23年５月24日生） 

昭和50年４月 ジャスコ㈱入社 

平成５年10月 当社総務部長 

平成９年２月 当社人事総務統括部長 

平成10年２月 当社人事総務本部長 

平成11年５月 当社常勤監査役（現任） 
 

平成11年５月 エヌ・シー・エス興産㈱監査役（現任） 

1 

 

千株 

(        ) 



－  － 
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役名及び職名 
氏 名 
（生 年 月 日） 

 
略 歴 

 
所有株式数 

監 査 役 
横 井  賢 

（昭和21年１月19日生） 

 

昭和44年３月 ㈱岡田屋（現 ジャスコ㈱）入社 

平成元年２月 同社営業企画本部コントロール部長 

平成３年９月 同社人事部長 

平成６年３月 同社人事本部長 

平成６年５月 同社取締役 

平成10年５月 当社監査役（現任） 

平成10年５月 ジャスコ㈱常勤監査役（現任） 

0 

監 査 役 
木 村 洋 一 

（昭和20年２月１日生） 

昭和43年４月 ㈱第一銀行（現 ㈱第一勧業銀行）入行 

平成６年８月 同行国際審査部長 
 

平成10年３月 ジャスコ㈱経営管理本部長 

平成10年４月 同社入社 

平成10年５月 当社監査役（現任） 

平成10年５月 ジャスコ㈱取締役（現任） 

平成11年７月 同社国際本部長兼国際企画部長 

平成12年７月 同社国際本部長（現任） 

－ 

監 査 役 
秋 山 栄 司 

（昭和７年６月26日生） 

昭和30年４月 ㈱第一銀行（現 ㈱第一勧業銀行）入行 

昭和60年６月 同行取締役 

昭和63年２月 同行常務取締役 

平成元年５月 ジャスコ㈱取締役副社長 

平成７年５月 同社取締役副会長 

平成12年５月 当社監査役（現任） 

3 

計 14 名 － 43 

 （注） 監査役の横井 賢、木村洋一、秋山栄司は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条

第１項に定める社外監査役であります。 

 

千株 



－  － 
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第５ 経理の状況 
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」（通商産業

省通達60産局第291号）及び「信販会社の損益計算書における金融費用の表示について」（日本公認会計士協会 

信販・クレジット業部会 部会長報告）の趣旨に基づき作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成11年２月21日から平成12年２月20日まで）は改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成12年２月21日から平成13年２月20日まで）は改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」（通商産業省通達

60産局第291号）及び「信販会社の損益計算書における金融費用の表示について」（日本公認会計士協会 信

販・クレジット業部会 部会長報告）の趣旨に基づき作成しております。 

 なお、第19期事業年度（平成11年２月21日から平成12年２月20日まで）は改正前の財務諸表等規則に基づき、

第20期事業年度（平成12年２月21日から平成13年２月20日まで）は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成11年２月21日から平成12年２月20日ま

で）及び第19期事業年度（平成11年２月21日から平成12年２月20日まで）並びに当連結会計年度（平成12年２月21

日から平成13年２月20日まで）及び第20期事業年度（平成12年２月21日から平成13年２月20日まで）の連結財務諸

表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

 その監査報告書は、連結財務諸表及び財務諸表のそれぞれ直前に掲げております。ただし、第19期事業年度の財

務諸表に係る監査報告書は連結財務諸表に係る監査報告書と同一の監査報告書で行われているため、当連結会計年

度の監査報告書の前に掲げております。 







－  － 
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１．連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
（平成12年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成13年２月20日現在） 

年  度 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （資 産 の 部）    ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１． 現 金 及 び 預 金 ※１  11,215   12,222  

２． 割 賦 売 掛 金 ※１､２  74,581   87,017  

３． 営 業 貸 付 金 ※１  184,388   211,404  

４． 前 渡 金   648   2,482  

５． 前 払 費 用   778   374  

６． 繰 延 税 金 資 産   875   2,651  

７． 未 収 入 金   893   1,439  

８． 未 収 収 益   2,786   3,404  

９． そ の 他   23   119  

10． 貸 倒 引 当 金   △ 6,127   △ 7,178  

 流 動 資 産 合 計   270,062 96.0  313,936 95.8 

Ⅱ 固 定 資 産        

１． 有 形 固 定 資 産        

(1） 建 物  536   759   

 減 価 償 却 累 計 額  272 263  391 368  

(2） 車 両 運 搬 具  304   327   

 減 価 償 却 累 計 額  113 191  130 197  

(3） 器 具 備 品  8,992   11,462   

 減 価 償 却 累 計 額  5,061 3,931  6,590 4,871  

 有 形 固 定 資 産 合 計   4,386 1.6  5,437 1.7 

２． 無 形 固 定 資 産        

(1） ソ フ ト ウ ェ ア   －   2,797  

(2） 電 話 加 入 権   97   100  

 無 形 固 定 資 産 合 計   97 0.0  2,898 0.9 

 



－  － 
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 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
（平成12年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成13年２月20日現在） 

年  度 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

３． 投資その他の資産    ％   ％ 

(1） 投 資 有 価 証 券 ※３  2,892   2,939  

(2） 長 期 前 払 費 用   1,536   87  

(3） 繰 延 税 金 資 産   76   265  

(4） 差 入 保 証 金   1,489   1,782  

(5） そ の 他   113   198  

 投資その他の資産合計   6,107 2.2  5,273 1.6 

 固 定 資 産 合 計   10,592 3.8  13,609 4.2 

Ⅲ 為替換算調整勘定   609 0.2  73 0.0 

 資 産 合 計   281,263 100.0  327,619 100.0 

 （負 債 の 部）        

Ⅰ 流 動 負 債        

１． 買 掛 金   28,028   29,756  

２． 短 期 借 入 金 ※１  29,184   19,293  

３． １年以内返済予定の長期借入金   25,794   20,624  

４． コマーシャル・ペーパー   24,000   25,000  

５． 未 払 金   2,350   2,394  

６． 未 払 法 人 税 等   3,563   6,197  

７． 未 払 費 用   1,332   1,610  

８． 割 賦 繰 延 利 益 ※４  1,064   1,067  

９． 前 受 収 益   321   341  

10． 預 り 金   2,159   772  

11． 賞 与 引 当 金   132   135  

12． そ の 他   727   459  

 流 動 負 債 合 計   118,660 42.2  107,653 32.9 



－  － 
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 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
（平成12年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成13年２月20日現在） 

年  度 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

Ⅱ 固 定 負 債    ％   ％ 

１． 社 債   －   10,000  

２． 長 期 借 入 金 ※１  100,591   137,438  

３． 繰 延 税 金 負 債   0   54  

４． 退 職 給 与 引 当 金   66   73  

５． 役員退職慰労引当金   137   120  

６． 連 結 調 整 勘 定   133   47  

 固 定 負 債 合 計   100,929 35.9  147,734 45.1 

 負 債 合 計   219,589 78.1  255,388 78.0 

         

 （少 数 株 主 持 分）        

 少 数 株 主 持 分   5,567 2.0  6,978 2.1 

         

 （資 本 の 部）        

Ⅰ 資 本 金   15,466 5.5  15,466 4.7 

Ⅱ 資 本 準 備 金   17,046 6.0  17,046 5.2 

Ⅲ 連 結 剰 余 金   23,594 8.4  32,739 10.0 

    56,107 19.9  65,252 19.9 

Ⅳ 自 己 株 式   △   0 △ 0.0  △   1 △ 0.0 

 資 本 合 計   56,107 19.9  65,251 19.9 

 負債、少数株主持分及び資本合計   281,263 100.0  327,619 100.0 

 



－  － 
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② 連結損益計算書 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

年  度 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

Ⅰ 営 業 収 益    ％   ％ 

１． 総 合 あ っ せ ん 収 益   10,659   12,065  

２． 個 品 あ っ せ ん 収 益   2,130   3,149  

３． 融 資 収 益   43,514   49,408  

４． 融 資 代 行 収 益   2,524   3,069  

５． 償 却 債 権 回 収 益   404   855  

６． そ の 他 の 収 益   2,957   2,419  

７． 金 融 収 益        

 受 取 利 息   198   265  

 営 業 収 益 合 計   62,390 100.0  71,232 100.0 

Ⅱ 営 業 費 用        

１． 販売費及び一般管理費        

(1） 広告・販売促進費  3,950   4,200   

(2） 貸 倒 損 失  2,644   2,466   

(3） 貸倒引当金繰入額  6,127   7,099   

(4） 役 員 報 酬  126   137   

(5） 従 業 員 給 与 賞 与  6,646   7,600   

(6） 福 利 厚 生 費  1,526   1,704   

(7） 賞与引当金繰入額  132   135   

(8） 退職給与引当金繰入額  11   13   

(9） 役員退職慰労引当金繰入額  27   28   

(10） 通 信 交 通 費  4,260   4,671   

(11） 租 税 公 課  927   1,166   

(12） 賃 借 料  1,958   2,321   

(13） Ｃ Ｄ 運 営 費  1,457   1,755   

(14） 支 払 手 数 料  3,372   4,217   

(15） 減 価 償 却 費  1,617   2,325   

(16） シ ス テ ム 運 用 費  1,100   833   

(17） そ の 他  5,301 41,191 66.0 4,209 44,890 63.0 

２． 金 融 費 用        

(1） 支 払 利 息  5,662   6,315   

(2） そ の 他  － 5,662 9.1 83 6,398 9.0 

 営 業 費 用 合 計   46,853 75.1  51,289 72.0 

 営 業 利 益   15,536 24.9  19,943 28.0 

 



－  － 

 

（41）／ 02/06/19 13:35（01/05/07 16:46）／ 9411810E_2k_02738／第５－１連結財務諸表等／ｲｵﾝｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ／有報 

41 

 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

年  度 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

Ⅲ 営 業 外 収 益    ％   ％ 

１． 受 取 配 当 金  59   50   

２． 連結調整勘定償却額  105   81   

３． 持分法による投資利益  5   －   

４． 有 価 証 券 売 却 益  －   46   

５． 雑 益  16 186 0.3 38 216 0.3 

Ⅳ 営 業 外 費 用        

１． 新 株 発 行 費  4   －   

２． 投資有価証券評価損  18   97   

３． 投資有価証券売却損  －   47   

４． 持分法による投資損失  －   137   

５． 為 替 差 損  13   3   

６． 事 務 所 撤 去 費 用  11   8   

７． 厚生年金基金過去勤務費用掛金  30   34   

８． 電話加入権等評価損  89   0   

９． 雑 損  43 210 0.3 28 357 0.5 

 経 常 利 益   15,512 24.9  19,802 27.8 

Ⅴ 特 別 利 益        

 投資有価証券売却益   75 0.1  － － 

Ⅵ 特 別 損 失        

 固 定 資 産 除 却 損   52 0.1  － － 

 税金等調整前当期純利益   15,536 24.9  19,802 27.8 

 法人税、住民税及び事業税  6,409   9,514   

 法 人 税 等 調 整 額  142 6,552 10.5 △1,915 7,598 10.7 

 少 数 株 主 利 益   1,383 2.2  1,589 2.2 

 当 期 純 利 益   7,600 12.2  10,613 14.9 

 



－  － 
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③ 連結剰余金計算書 （単位 百万円）

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

年  度 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高    23,594  

１．その他剰余金期首残高  15,263  －  

２．利益準備金期首残高  1,575 16,838 － 23,594 

Ⅱ 連結剰余金減少高      

１．配 当 金  799  1,426  

２．役 員 賞 与 金  44 844 41 1,468 

Ⅲ 当 期 純 利 益   7,600  10,613 

Ⅳ 連結剰余金期末残高   23,594  32,739 

 



－  － 

 

（43）／ 02/06/19 13:35（01/05/07 16:46）／ 9411810E_2k_02738／第５－１連結財務諸表等／ｲｵﾝｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ／有報 

43 

④ 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位 百万円）  

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

 年  度 
 
 
 
科  目 金 額  

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  19,802  

 減 価 償 却 費  2,325  

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  △81  

 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額  7,099  

 受 取 配 当 金  △50  

 有 価 証 券 売 却 益  △46  

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失  137  

 投 資 有 価 証 券 売 却 損  47  

 社 債 発 行 費 償 却  66  

 割 賦 売 掛 金 の 増 加 額  △13,795  

 営 業 貸 付 金 の 増 加 額  △30,258  

 そ の 他 流 動 資 産 の 増 加 額  △3,116  

 買 掛 金 の 増 加 額  1,710  

 そ の 他 流 動 負 債 の 減 少 額  △1,483  

 役 員 賞 与 の 支 払  △41  

 そ の 他  275  

 小 計  △17,409  

 配 当 金 の 受 取 額  53  

 法 人 税 等 の 支 払 額  △6,885  

 営業活動によるキャッシュ・フロー △24,242  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の売却による収入  50  

 定期預金の預入による支出  △1,938  

 定期預金の払出による収入  1,412  

 有形固定資産の取得による支出  △2,628  

 有形固定資産の売却による収入  2  

 無形固定資産の取得による支出  △1,893  

 無形固定資産の売却による収入  3  

 投資有価証券の取得による支出  △291  

 投資有価証券の売却による収入  94  

 そ の 他  △440  

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,627  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △9,734  

 コマーシャル・ペーパーの純増加額 1,000  

 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 57,479  

 長期借入金の返済による支出 △26,734  

 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 9,933  

 自 己 株 式 の 増 加 額 △0  

 配 当 金 の 支 払 額 △1,426  

 少数株主への配当金の支払額 △316  

 財務活動によるキャッシュ・フロー 30,199  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 59  

Ⅴ 現金及 び現金 同等 物の 増加額 390  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 9,784  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 10,174  

 



－  － 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

項 目 
前連結会計年度 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しており、その内

容は次のとおりであります。 

すべての子会社を連結しており、その内

容は次のとおりであります。 

 連結子会社数  ８社 連結子会社数  ９社 

 

 

 

連結子会社名 

①エヌ・シー・エス興産㈱ 

②エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

③エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

④AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. 

⑤AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD. 

⑥AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD． 

⑦ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

⑧ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD． 

なお、エー・シー・エス債権管理回収㈱

は、平成11年８月27日付で、エー・

シー・エス・クレジットマネジメント㈱

から社名変更しており、AEON CREDIT 

SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.は、会社設立

により、新たに連結子会社となっており

ます。 

また、当連結会計年度より以下の３社に

ついて、実質支配力基準を早期適用した

ため、持分法適用会社から連結子会社に

変更しております。 

①AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD． 

②ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

③ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD． 

連結子会社名 

①エヌ・シー・エス興産㈱ 

②エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

③エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

④AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. 

⑤AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD. 

⑥AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD． 

⑦ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

⑧ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD． 

⑨AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD. 

なお、AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO., 

LTD.は、会社設立により、新たに連結子

会社となっております。 

 

 

 

 

 

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社に持分法を適用しており、その

内容は次のとおりであります。 

関連会社に持分法を適用しており、その

内容は次のとおりであります。 

 関連会社数   １社 関連会社数   ２社 

 関連会社名 

 ジャスベル㈱ 

関連会社名 

ジャスベル㈱ 

   ㈱イオンビスティー 

  なお、 ㈱イオンビスティーは、設立出

資により、新たに持分法適用関連会社と

なっております。 

 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

連結子会社のうち８社の事業年度末日は、

 連結決算日と一致しております。 

なお、AEON INFORMATION SERVICE

（SHNEZHEN）CO.,LTD.の事業年度末日は

12月31日でありますが、連結財務諸表作

成にあたっては、連結決算日で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

 



－  － 
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項 目 
前連結会計年度 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

（１）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

有価証券 取引所の相場のある有価証券について

は、移動平均法による低価法（洗替え方

式）により、また、その他の有価証券は

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

なお、低価法の適用にあたっては、従

来、切り放し方式によっておりました

が、平成10年度の法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度から洗替え方式に変

更しております。 

この変更による影響額はありません。 

取引所の相場のある有価証券について

は、移動平均法による低価法（洗替え方

式）により、また、その他の有価証券は

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

 

   

（２）重要な減価償却資産

の減価償却方法 

  

①有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法によって

おります。 

主な資産の経済的耐用年数として、提出

会社では下記の年数を採用しておりま

す。 

ＣＤ（キャッシュディスペンサー）４年 

同    左 

 



－  － 
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項 目 
前連結会計年度 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

②無形固定資産                  

 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年以内）に基づく定額法によってお

ります。 

（追加情報） 

前連結会計年度まで投資その他の資

産の「長期前払費用」に計上してお

りました自社利用のソフトウェアに

ついては、「研究開発費及びソフト

ウェアの会計処理に関する実務指

針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第12号 平成11年3月31

日）における経過措置の適用によ

り、従来の会計処理を継続して採用

しております。 

ただし、同報告により上記に係るソ

フトウェアの表示については、投資

その他の資産の「長期前払費用」か

ら無形固定資産の「ソフトウェア」

に変更し、減価償却の方法について

は、社内における利用可能期間（５

年以内）に基づく定額法によってお

ります。 

なお、当連結会計年度に発生した自

社利用のソフトウェアについては、

「研究開発費等に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成10年3月13

日）に基づき、無形固定資産に「ソ

フトウェア」として計上し、上記方

法により償却を行っております。 



－  － 
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項 目 
前連結会計年度 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

（３）繰延資産の処理方法 

 

 

新株発行費は支出時に全額費用としてお

ります。 

社債発行費は支出時に全額費用としてお

ります。 

（４）重要な引当金の計上

基準 

 

 

 

 

   ①貸倒引当金 提出会社…………営業債権等の貸倒れに

よる損失に備え、過去

の貸倒実績等を勘案し

た当社の定める一定の

基準により算出した必

要額を計上しておりま

す。 

従来、貸倒引当金につ

いては、法人税法の規

定（法定繰入率）によ

る繰入限度額を計上し

ているほか、過去の貸

倒実績率等を勘案した

当社の定める一定の基

準により算出した必要

額を計上しておりまし

たが、当連結会計年度

より平成10年度の法人

税法の改正に伴い、過

去の貸倒実績等を勘案

した当社の定める一定

の基準により算出した

必要額を計上する方法

に変更いたしました。

なお、この変更による

影響額は僅少でありま

す。 

提出会社…………営業債権等の貸倒れに

よる損失に備え、過去

の貸倒実績等を勘案し

た当社の定める一定の

基準により算出した必

要額を計上しておりま

す。 

 

 

 連結子会社………営業債権等の回収可能

性を評価し、今後の損

失見込額を計上してお

ります。 

連結子会社………営業債権等の回収可能

性を評価し、今後の損

失見込額を計上してお

ります。 



－  － 
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項 目 
前連結会計年度 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

②賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額

のうち当連結会計年度に対応する負担額

を計上しております。 

同    左 

③退職給与引当金 提出会社は、勤続10年未満の従業員に対

する退職一時金に備え、当該従業員の自

己都合退職による期末要支給額を計上し

ております。 

なお、勤続10年以上の従業員に対する退

職一時金及び年金については、イオング

ループ厚生年金基金（調整年金基金）か

ら支給しております。 

同    左 

④役員退職慰労引当金 提出会社は、役員に対する退職慰労金の

支給に備え、内規に基づく期末支給見積

額を計上しております。 

同    左 

（５）重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同    左 

（６）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

①退職年金制度 

 

 

 

提出会社は、ジャスコ株式会社及びその

主要な子会社のグループで設立している

イオングループ厚生年金基金（調整年金

基金）に加入しており、勤続10年以上の

従業員に対する退職一時金及び年金は当

該年金基金より支給されております。 

 

 

 

同    左 

 平成11年３月31日現在の年金資産の合計

額はグループ総額98,490百万円で、うち

厚生年金保険法第85条の２の責任準備金

は41,961百万円であります。 

なお、グループ加入員数に対する当社加

入員数の割合は1.7％であります。 

平成12年３月31日現在の年金資産の合計

額はグループ総額120,697百万円で、う

ち厚生年金保険法第85条の２の責任準備

金は46,720百万円であります。 

なお、グループ加入員数に対する当社加

入員数の割合は2.1％であります。 

   

②消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、資

産に係る控除対象外消費税等は、長期前

払消費税等として投資その他の資産の

「その他」に計上し、法人税法の規定に

定める期間で償却しております。 

同    左 



－  － 

 

（49）／ 02/06/19 13:35（01/05/07 16:04）／ 9411810H_2k_02738／第５－２連結財務諸表作成／ｲｵﾝｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ／有報 

49 

項 目 
前連結会計年度 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

５．投資勘定と資本勘定との

相殺消去に関する事項 

提出会社の投資勘定と連結子会社の資本

勘定の相殺消去は、取得日を基準として

段階法によっております。 

なお、相殺消去差額は連結調整勘定とし

発生日以後５年間で均等償却し、少額な

金額は発生時に一括償却しております。 

 

６．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

７．連結調整勘定の償却に関

する事項 

  連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

なお、少額な金額は発生時に一括償却し

ております。 

８．未実現損益の消去に関す

る事項 

連結会社間（持分法適用会社含む）の未

実現損益はありません。 

 

 

９．在外連結子会社等の財務

諸表項目の換算に関する

事項 

在外連結子会社の財務諸表項目の円貨へ

の換算は、「外貨建取引等会計処理基

準」（昭和54年６月26日 最終改正平成

７年５月26日企業会計審議会報告）に定

める方法によっております。 

 

10．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同    左 

11．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資であります。 

 



－  － 
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表示方法の変更  

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において「未払事業税等」として表

示しておりました未払事業税（当連結会計年度707

百万円）は、当連結会計年度においては「未払法人

税等」に含めて表示しております。 

                    

２．前連結会計年度まで独立掲記しておりました「利益

準備金」（当連結会計年度2,422百万円）及び「そ

の他の剰余金」（当連結会計年度21,171百万円）

は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度

においては「連結剰余金」として表示しておりま

す。 

 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において提出会社の「融資収益」に

含めておりました提携先のカード会員に対する融資

代行手数料収入については、金額的重要性により、

当連結会計年度より「融資代行収益」として表示し

ております。 

なお、前連結会計年度における当該金額は2,110百

万円であります。 

 

２．前連結会計年度において提出会社の「金融費用」に

含めておりました提出会社が提携先に支払う手数料

については、金額的重要性が高まり、金融費用を純

粋な支払利息のみで表示する重要性がでてきたた

め、当連結会計年度より「販売費及び一般管理費」

の「支払手数料」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度における当該金額は1,281百

万円であり、前連結会計年度における当該金額は

1,049百万円であります。 

 

３．前連結会計年度まで税金等調整前当期純利益からの

減算項目として独立掲記しておりました「少数株主

持分への振替利益」は、連結財務諸表規則の改正に

より当連結会計年度においては、「少数株主利益」

として表示しております。 

 

（連結剰余金計算書） 

前連結会計年度においては、「その他の剰余金」の期

首及び期末残高並びに期中増減高を記載しておりまし

たが、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度

においては「連結剰余金」の期首及び期末残高並びに

期中増減高を記載しております。 

 

 



－  － 
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追加情報  

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において固定負債区分の次に独立掲

記しておりました「連結調整勘定」は、連結財務諸

表規則の改正により当連結会計年度においては固定

負債の内訳として表示しております。 

 

２．前連結会計年度において負債の部の末尾に独立掲記

しておりました「少数株主持分」は、連結財務諸表

規則の改正により当連結会計年度においては負債の

部と資本の部の中間に独立掲記しております。 

 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において「販売費及び一般管理費」

の「租税公課」に含めておりました事業税及び事業

税に係る税効果調整額は、連結財務諸表規則の改正

により当連結会計年度よりそれぞれ「法人税、住民

税及び事業税」並びに「法人税等調整額」に含めて

表示しております。 

この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法に

よった場合と比較し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ1,290百万円多く表

示されております。 

なお、セグメント情報に与える影響は「注記事項

（セグメント情報）(ﾛ）所在地別セグメント情報」

の（注）３．に記載しております。 

 

２．前連結会計年度において税金等調整前当期純利益へ

の加算項目として独立掲記しておりました「連結調

整勘定償却による利益増加額」及び「持分法による

投資利益」は連結財務諸表規則の改正により当連結

会計年度より営業外収益として表示しております。

なお、「連結調整勘定償却による利益増加額」は、

当連結会計年度より「連結調整勘定償却額」として

表示しております。 
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注 記 事 項 
（連結貸借対照表関係）  

前連結会計年度 
（平成12年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成13年２月20日現在） 

※１．担保に供している資産  ※１．担保に供している資産  

現金及び預金 

 

1,431百万円 

 

現金及び預金 

割賦売掛金及び営業貸付金 

1,495百万円 

13,612百万円 

上記現金及び預金については、長期借入金7,689 

百万円の担保に供しております。 

 

上記現金及び預金、割賦売掛金及び営業貸付金に

ついては、短期借入金1,934百万円、長期借入金 

7,706百万円の担保に供しております。 

なお、上記の他、営業取引の保証として現金及び 

預金を552百万円担保に供しております。 

※２．割賦売掛金 ※２．割賦売掛金 

部門別の割賦売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

部門別の割賦売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

  

 

 

 

 

 

 （注） 割賦売掛金には、債権流動化に伴い当社が保

有した信託受益権4,616百万円が含まれてお

ります。 

 （注） 割賦売掛金には、債権流動化に伴い当社が保

有した信託受益権2,720百万円が含まれてお

ります。 

※３．関連会社に係る注記 ※３．関連会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資産

は次のとおりであります。 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資産

は次のとおりであります。 

株式 68百万円 株式 67百万円 

※４．割賦繰延利益 ※４．割賦繰延利益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （単位 百万円） 

部 門 別 金 額 

総合あっせん 72,014 

個品あっせん 15,002 

合計 87,017 

 

（単位　百万円）

部 門 別 金 額

総合あっせん 64,948

個品あっせん 9,633

合計 74,581

  （単位 百万円） 

項 目 総合あっせん 個品あっせん 合 計 

前 期 末 残 高 1,027 37 1,064 

当 期 受 入 額 8,999 137 9,137 

当 期 実 現 額 9,056 77 9,134 

当 期 末 残 高 969 97 1,067 

 

  （単位 百万円） 

項 目 総合あっせん 個品あっせん 合 計 

前 期 末 残 高 1,071 10 1,081 

当 期 受 入 額 7,687 79 7,767 

当 期 実 現 額 7,731 52 7,784 

当 期 末 残 高 1,027 37 1,064 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                （平成13年２月20日現在) 

現金及び預金               12,222百万円  

預入期間が３ヶ月超及び 

担保に供している定期預金           △2,047百万円  

現金及び現金同等物                10,174百万円  
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（リース取引関係）  

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   

 

 

 

 

 

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 0百万円 １年以内 0百万円 

１年超 0百万円 １年超 －百万円 

合計 1百万円 合計 0百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利込み法により算定しておりま

す。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 0百万円 支払リース料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 減価償却費相当額 0百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

借主側 

 未経過リース料 

  １年以内 437百万円 

  １年超 

合計 

128百万円 

565百万円 

 

 （単位 百万円） 

 器 具 備 品 

取 得 価 額 相 当 額 4 

減価償却累計額相当額 4 

期 末 残 高 相 当 額 0 

 

 （単位 百万円） 

 器 具 備 品 

取 得 価 額 相 当 額 4 

減価償却累計額相当額 3 

期 末 残 高 相 当 額 1 
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（有価証券の時価等関係） 

※ 前事業年度については、財務諸表における注記事項として記載しております。 

有 価 証 券 の 時 価 等             （単位 百万円） 

当連結会計年度（平成13年２月20日現在） 
種 類 

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

１．流動資産に属するもの    

株式 － － － 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

２．固定資産に属するもの    

株式 2,502 4,182 1,680 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 2,502 4,182 1,680 

合計 2,502 4,182 1,680 

 （注）１．時価等の算定方法 

上場有価証券…………主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

店頭売買有価証券……日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

 固定資産   当連結会計年度 

 非上場株式   437百万円 

 （店頭売買株式を除く）    
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（デリバティブ取引関係） 

※ 前事業年度については、財務諸表における注記事項として記載しております。 

１．取引の状況に関する事項  

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

(1)取引の内容及び利用目的 

当グループは、変動金利支払いの借入金を対象として、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）に及ぼ

す影響を回避する目的で、金利関連デリバティブ取引に該当する金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利

用しております。 

また、外貨建で得られる収入（配当金収入）に係る為替レートの変動によるリスクをヘッジする目的で、通貨

スワップ取引及び為替予約取引を利用しております。 

なお、当連結会計年度末時点における為替予約取引の契約額はありません。 

(2)取引に対する取組方針 

当グループは、短期的な売買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的のためにデリバティブ取

引を行わない方針であります。 

(3)取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引に係わる主要なリスクは、市場リスク及び信用リスクがあります。このうち市場リスクとし

て、当グループは金利変動リスク及び為替変動リスクを有しております。但し、当グループでは金利関連のデ

リバティブ取引については、変動金利の借入金の金利上昇ヘッジのために利用しており、金利上昇時の金融コ

ストを軽減する効果を有しております。 

また、通貨関連のデリバティブについては、外貨で得られる収入を一定の円貨に固定する効果を有しておりま

す。 

信用リスクとしては、取引先の契約不履行によるリスクがありますが、当グループは信用度の高い金融機関を

取引先としており、また、取引先も分散したリスク管理を行っているため、契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。 

(4)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引を契約する時は、取引枠・期間・取引のタイミング等の内容につき、内規に基づいて執行さ

れ、取引を行う部門と管理する部門を分離し、取引内容については、定期的に担当役員、経営会議等に報告さ

れております。 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

「取引の時価等に関する事項」に記載しております金利スワップ取引及び金利キャップ取引並びに通貨スワッ

プ取引に係る想定元本は、当連結会計年度末で当グループが契約している想定元本であります。この数値は、

あくまでも、金利スワップ取引及び金利キャップ取引並びに通貨スワップ取引における名目的な契約額又は取

引決済のための計算上の想定元本であり、当該金額による現物資産の受渡しは行われず、また当該金額自体

は、そのまま金利スワップ取引及び金利キャップ取引並びに通貨スワップ取引に係る市場リスク又は信用リス

クを表すものではありません。 

 



－  － 

 

（57）／ 02/06/19 13:35（01/05/07 16:04）／ 9411810H_2k_02738／第５－２連結財務諸表作成／ｲｵﾝｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ／有報 

57 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 （単位 百万円） 

当連結会計年度（平成13年２月20日現在） 

 区 分 種 類 
契 約 額 等 

う ち １ 年 超 
時 価 評 価 損 益 

金利スワップ取引     

支払固定・受取変動 4,017  3,273  △110  △110  

金利キャップ取引     

市場取引以
外の取引 

買 建 55,945  
 (456) 

51,201  
(436) 

7   △448  

合    計 59,963  
 (456) 

54,475  
(436) 

△103  △559  

 （注）１．（ ）内は、キャップ料の連結貸借対照表計上額であります。 

２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

通貨関連 （単位 百万円） 

当連結会計年度（平成13年２月20日現在） 

 区 分 種 類 
契 約 額 等 

う ち １ 年 超 
時 価 評 価 損 益 

通貨スワップ取引     市場取引以
外の取引 受取円・支払香港ドル 1,380  971  13  13  

合    計 1,380  971  13  13  

（注）   時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
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（税効果会計関係）    

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

未払事業税 

貸倒引当金 

298百万円 

361百万円 

未払事業税 

割賦売掛金及び営業貸付金 

526百万円 

956百万円 

広告宣伝費 74百万円 貸倒引当金 223百万円 

割賦繰延利益 53百万円 未払金 89百万円 

その他 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

86百万円 

875百万円 

割賦繰延利益 

未収収益 

752百万円 

76百万円 

  その他 26百万円 

  繰 延 税 金 資 産 合 計 2,651百万円 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 57百万円 役員退職慰労引当金 50百万円 

一括償却資産 26百万円 一括償却資産 25百万円 

退職給与引当金 18百万円 退職給与引当金 22百万円 

減価償却費 

その他 

4百万円 

72百万円 

長期前払費用 

その他 

234百万円 

57百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 179百万円 繰 延 税 金 資 産 小 計 390百万円 

評価性引当額 △ 27百万円 評価性引当額 △ 27百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 152百万円 繰 延 税 金 資 産 合 計 363百万円 

繰延税金負債との相殺 △ 75百万円 繰延税金負債との相殺 △ 97百万円 

繰延税金資産の純額 76百万円 繰延税金資産の純額 265百万円 

繰延税金負債 

 特別償却準備金 

 

0百万円 

繰延税金負債 

 特別償却準備金 

 

98百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 0百万円 在外子会社等一時差異 53百万円 

繰延税金資産との相殺 △ 0百万円 繰 延 税 金 負 債 合 計 152百万円 

繰延税金負債の純額 0百万円 繰延税金資産との相殺 △97百万円 

  繰延税金負債の純額 54百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 47.5％ 法定実効税率 41.8％ 

（調整）  （調整）  

受取配当金等の一時差異でない項目 △ 0.0％ 受取配当金等の一時差異でない項目  0.1％ 

外国税額控除 △ 0.2％ 外国税額控除 △ 0.2％ 

住民税均等割額 0.3％ 住民税均等割額 0.3％ 

税率変更に伴う影響額(47.5％から41.8％) 0.8％ 在外連結子会社に係る税率差異 △ 5.2％ 

在外連結子会社に係る税率差異 △ 7.1％ その他 1.6％ 

その他 0.9％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.2％   
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前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至  平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

３．当連結会計年度の税率変更 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法

定実効税率は、前連結会計年度47.5％、当連結会計

年度41.8％であり、当連結会計年度における税率変

更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金

額を控除した金額）が125百万円減少し、同額が法

人税等調整額の借方に計上されております。 

３． 



－  － 
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（セグメント情報） 

(ｲ）事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の事業の種類については、総合あっせん、個品あっせん、融資、サービ

サー等を核とした「金融サービス事業」と保険代理業をはじめとする「その他の事業」に区分しております。

全セグメントの営業収益の合計、営業利益および全セグメント資産の金額の合計額に占める「金融サービス事

業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

(ﾛ)所在地別セグメント情報    
（単位 百万円） 

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日  

国 内 在 外 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 営 業 損 益      

営 業 収 益      

(1）外部顧客に対する営業収益 47,971 14,418 62,390 － 62,390 

(2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 123 15 138 ( 138) － 

計 48,095 14,433 62,528 ( 138) 62,390 

営 業 費 用 35,978 11,044 47,023 ( 169) 46,853 

営 業 利 益 12,116 3,389 15,505 30 15,536 

Ⅱ 資 産 231,197 53,164 284,361 (3,097) 281,263 

 （注）１．在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア：香港、タイ、マレーシア、台湾 

２．当連結会計年度より「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度まで「販売費及び一般管理費」の

「租税公課」に含めて表示しておりました事業税及び事業税に係る税効果調整額の表示区分の変更を

行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較し、「国内」については、営業費用

は1,290百万円少なく表示され、営業利益は同額多く表示されております。 

    
（単位 百万円） 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日  

国 内 在 外 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 営 業 損 益      

営 業 収 益      

(1）外部顧客に対する営業収益 55,514 15,718 71,232 － 71,232 

(2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 － 9 9 (   9) － 

計 55,514 15,727 71,241 (   9) 71,232 

営 業 費 用 39,597 11,701 51,298 (   9) 51,289 

営 業 利 益 15,917 4,025 19,943 (   －) 19,943 

Ⅱ 資 産 264,880 64,395 329,275 (1,656) 327,619 

 （注） 在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア：香港、タイ、マレーシア、台湾、中国（シンセン） 

 

 



－  － 
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(ﾊ)海外営業収益 （単位 百万円） 

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

海 外 営 業 収 益 連 結 営 業 収 益 
海外営業収益の連結 
営業収益に占める割合 

14,418 62,390 23.1％ 

 （注）海外営業収益は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。なお、在外の

区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア：香港、タイ、マレーシア、台湾 

  （単位 百万円） 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

海 外 営 業 収 益 連 結 営 業 収 益 
海外営業収益の連結 
営業収益に占める割合 

15,718 71,232 22.1％ 

 （注）海外営業収益は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。なお、在外の

区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア：香港、タイ、マレーシア、台湾、中国（シンセン） 

 

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度（自平成12年２月21日 至平成13年２月20日） 

１．親会社及び法人主要株主等 （単位 百万円） 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 資本金 
事業の 

内 容 

議決権等の

被所有割合 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

取引の内容 取引金額 科   目 期末残高 

総合あっせん収益 

個品あっせん収益 

そ の 他 の 収 益 

諸 経 費 の 支 払 

4,452 

10 

193 

418 

買掛金 

 

未収入金 

未払金 

未払費用 

18,234 

 

56 

151 

25 

親 会 社 ジャスコ㈱ 
東 京 都 

千 代 田 区 
49,035 

総 合 

小 売 業 

直接44.3% 

間接 6.0% 

転籍 

8人 

兼任 

2人 

加盟店契約及

び事務所等の

賃 借 等 

 

事務所等保証金 52 差入保証金 372 

（注）1.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

    2.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

      3.「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりであります。 

    マックスバリュ西日本㈱（1.7%）、ミニストップ㈱（1.5%）、東海ウエルマート㈱（0.8%）、㈱コックス（0.8%）、 

    ㈱ニューステップ（0.5%）、マックスバリュ東北㈱（0.3%）、㈱ツヴァイ（0.2%）、㈱ブルーグラス（0.1%）、 

ジャスフォート㈱（0.0%） 

２．兄弟会社等 （単位 百万円） 

関係内容 

属性 
会社等の 

名 称 
住所 資本金 

事業の 

内 容 

議決権等の 

所有（被所

有 ） 割 合 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

取引の内容 取引金額 科   目 期末残高 

親会社の 

子 会 社 
ミニストップ㈱ 

東 京 都 

千 代 田 区 
7,491 

コンビニエ

ンスストア 

（所有） 

直接 1.4% 

（被所有） 

直接 1.5% 

兼任 

１人 
金銭の借入 支 払 利 息 60 

未払費用 

1年以内返済予

定の長期借入金 

13 

5,000 

（注）1.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

    2.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 



－  － 
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（１株当たり情報）    

前連結会計年度 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

当連結会計年度 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１株当たり純資産額 1,179円57銭 １株当たり純資産額 1,371円82銭 

１株当たり当期純利益 159円78銭 １株当たり当期純利益 223円14銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
 

新株引受権付社債及び
転換社債の発行がない
ため該当ありません。 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
 

新株引受権付社債及び
転換社債の発行がない
ため該当ありません。 

 （注） 前連結会計年度の１株当たり当期純利益は、平成11年４月８日付株式分割（１株につき1.1株の割合によ

る）及び平成12年２月10日付株式分割（１株につき２株の割合による）を期首に行ったものとして計算し

ております。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



－  － 
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⑤ 連結附属明細表 

ａ．社債明細表 （単位 百万円） 

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高 当期末残高 利率 担保 償還期限 摘要 

イオンクレジット 
サービス㈱ 

第1回国内無担保

普 通 社 債 
平成12年７月13日 － 10,000 1.97% 無 平成19年７月13日  

合計 － － － 10,000 － － － － 

（注） 連結決算日後５年以内の返済予定額はありません。 

 

ｂ．借入金等明細表 （単位 百万円） 

区 分 前期末残高 当期末残高 平 均 利 率 返 済 期 限 摘 要 

   ％   

短 期 借 入 金 29,184 19,293 
4.65 

(1.15) －  

１年以内に返済予定の長期借入金 25,794 20,624 
2.96 

(1.90) －  

長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く） 100,591 137,438 
3.09 

(1.95) 
平成14年２月28日～ 
平成19年４月27日  

そ の 他 の 有 利 子 負 債 
コマーシャル・ペーパー（1年以内償還） 24,000 25,000 

0.32 
(0.32) －  

合計 179,570 202,356 － － － 

（注）１．「平均利率」を算定する際の利率及び残高は、期末の数値を使用しております。 

２．「平均利率」の欄の（ ）書きは、提出会社の平均利率であります。 

３．長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内の返済予定額は次のとおりであ

ります。                           （単位 百万円） 

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長 期 借 入 金 35,283 46,443 13,592 38,418 

 

(2）その他 

 該当事項はありません。 





－  － 
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２．財務諸表等 

(1）財務諸表 

① 貸借対照表     
（単位 百万円） 

第  19  期 
（平成12年２月20日現在） 

第  20  期 
（平成13年２月20日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資 産 の 部）   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１． 現 金 及 び 預 金   5,712   6,135  

２． 割 賦 売 掛 金 ※１  59,591   64,712  

３． 営 業 貸 付 金   153,188   176,263  

４． 自 己 株 式   0   1  

５． 前 渡 金   648   2,411  

６． 前 払 費 用   609   163  

７． 繰 延 税 金 資 産   819   2,543  

８． 未 収 入 金   668   1,202  

９. 未 収 収 益   1,911   2,228  

10． そ の 他   5   56  

11． 貸 倒 引 当 金   △ 4,802   △5,519  

 流 動 資 産 合 計   218,353 95.3  250,198 94.9 

Ⅱ 固 定 資 産        

１． 有 形 固 定 資 産        

(1） 建 物  192   312   

 減 価 償 却 累 計 額  57 135  105 207  

(2） 車 両 運 搬 具  255   260   

 減 価 償 却 累 計 額  90 165  106 153  

(3） 器 具 備 品  7,324   8,853   

 減 価 償 却 累 計 額  4,114 3,209  5,294 3,558  

 有 形 固 定 資 産 合 計   3,510 1.5  3,919 1.5 

２． 無 形 固 定 資 産        

(1） ソ フ ト ウ ェ ア   －   2,547  

(2） 電 話 加 入 権   91   97  

 無 形 固 定 資 産 合 計   91 0.0  2,644 1.0 

３． 投資その他の資産        

(1） 投 資 有 価 証 券   2,729   2,686  

(2） 関 係 会 社 株 式 ※３  2,081   2,287  

(3） 長 期 前 払 費 用   1,012   83  

(4） 繰 延 税 金 資 産   68   258  

(5） 差 入 保 証 金   1,253   1,427  

(6） そ の 他   113   198  

 投資その他の資産合計   7,257 3.2  6,941 2.6 

 固 定 資 産 合 計   10,860 4.7  13,506 5.1 

 資 産 合 計   229,213 100.0  263,705 100.0 



－  － 

 

（68）／ 02/06/19 13:36（01/05/07 16:10）／ 9411810O_2k_02738／第５－４財務諸表等／ｲｵﾝｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ／有報 

68 

     （単位 百万円） 

第  19  期 
（平成12年２月20日現在） 

第  20  期 
（平成13年２月20日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負 債 の 部）   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

１． 買 掛 金 ※２  26,581   28,399  

２． 短 期 借 入 金   16,383   2,054  

３． １年以内返済予定の長期借入金   21,095   17,500  

４． コマーシャル・ペーパー   24,000   25,000  

５． 未 払 金   1,998   2,113  

６． 未 払 法 人 税 等   3,225   5,742  

７． 未 払 費 用   734   895  

８． 割 賦 繰 延 利 益 ※４  1,064   1,035  

９． 前 受 収 益   316   316  

10． 預 り 金   1,893   472  

11． 賞 与 引 当 金   110   116  

12． そ の 他   518   445  

 流 動 負 債 合 計   97,922 42.7  84,091 31.9 

Ⅱ 固 定 負 債        

１． 社 債   －   10,000  

２． 長 期 借 入 金   79,730   110,530  

３． 退 職 給 与 引 当 金   66   73  

４． 役員退職慰労引当金   137   120  

 固 定 負 債 合 計   79,933 34.9  120,724 45.8 

 負 債 合 計   177,856 77.6  204,816 77.7 

         

（資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金 ※５  15,466 6.7  15,466 5.9 

Ⅱ 資 本 準 備 金   17,046 7.4  17,046 6.5 

Ⅲ 利 益 準 備 金   2,416 1.1  3,287 1.2 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

１． 任 意 積 立 金        

 特 別 償 却 準 備 金  －   105   

 別 途 積 立 金  7,995 7,995  10,995 11,100  

２． 当 期 未 処 分 利 益   8,432   11,988  

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計   16,427 7.2  23,088 8.7 

 資 本 合 計   51,357 22.4  58,889 22.3 

 負 債 及 び 資 本 合 計   229,213 100.0  263,705 100.0 

 



－  － 
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② 損益計算書     
（単位 百万円） 

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

     ％   ％ 

Ⅰ 営 業 収 益        

１． 総 合 あ っ せ ん 収 益   9,464   10,453  

２． 個 品 あ っ せ ん 収 益   103   107  

３． 融 資 収 益   33,065   38,524  

４． 融 資 代 行 収 益   2,524   3,085  

５． 償 却 債 権 回 収 益   332   396  

６． そ の 他 の 収 益 ※１  1,775   1,817  

７． 金 融 収 益        

 受 取 利 息   14   24  

 営 業 収 益 合 計   47,280 100.0  54,410 100.0 

Ⅱ 営 業 費 用        

１． 販売費及び一般管理費        

(1） 広告・販売促進費  3,244   3,463   

(2） 貸 倒 損 失  1,352   1,546   

(3） 貸倒引当金繰入額  4,802   5,519   

(4） 役 員 報 酬  110   102   

(5） 従 業 員 給 与 賞 与  4,924   5,563   

(6） 福 利 厚 生 費  1,401   1,574   

(7） 賞与引当金繰入額  110   116   

(8） 退職給与引当金繰入額  11   13   

(9） 役員退職慰労引当金繰入額  27   28   

(10） 通 信 交 通 費  3,817   4,079   

(11） 租 税 公 課  870   1,078   

(12） 賃 借 料  912   1,147   

(13） Ｃ Ｄ 運 営 費  1,457   1,733   

(14） 支 払 手 数 料  3,034   3,993   

(15） カ ー ド 発 行 費  2,122   750   

(16） 減 価 償 却 費  1,232   1,854   

(17） シ ス テ ム 運 用 費  1,003   769   

(18） そ の 他  2,304 32,740 69.2 2,452 35,787 65.8 
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     （単位 百万円） 

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

     ％   ％ 

２． 金 融 費 用        

(1） 支 払 利 息  2,629   3,067   

(2） そ の 他  － 2,629 5.6 83 3,151 5.8 

 営 業 費 用 合 計   35,369 74.8  38,939 71.6 

 営 業 利 益   11,910 25.2  15,471 28.4 

Ⅲ 営 業 外 収 益        

１． 受 取 配 当 金 ※３ 383   404   

２． 雑 益  9 393 0.8 22 427 0.8 

Ⅳ 営 業 外 費 用        

１． 電話加入権等評価損  88   0   

２． 投資有価証券評価損  5   97   

３． 為 替 差 損  13   3   

４． 事 務 所 撤 去 費 用  11   8   

５． 厚生年金基金過去勤務費用掛金  30   34   

６． 雑 損  18 168 0.3 18 163 0.3 

 経 常 利 益   12,135 25.7  15,735 28.9 

Ⅴ 特 別 利 益        

 投資有価証券売却益   75 0.2  － － 

Ⅵ 特 別 損 失        

 固 定 資 産 除 却 損 ※２  19 0.1  － － 

 税 引 前 当 期 純 利 益   12,191 25.8  15,735 28.9 

 法人税、住民税及び事業税  5,770   8,651   

 法 人 税 等 調 整 額  181 5,951 12.6 △1,914 6,736 12.4 

 当 期 純 利 益   6,239 13.2  8,998 16.5 

 前 期 繰 越 利 益   2,716   3,774  

 中 間 配 当 額   475   713  

 中間配当に伴う利益準備金積立額   47   71  

 当 期 未 処 分 利 益   8,432   11,988  
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③ 利益処分計算書    
（単位 百万円）

第   19   期 
株主総会承認日 
平成12年５月17日 

第   20   期 
株主総会承認日 
平成13年５月15日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益   8,432  11,988 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

 特別償却準備金取崩高   －  15 

 合 計   8,432  12,003 

Ⅲ 利 益 処 分 額      

１． 利 益 準 備 金  800  400  

２． 配 当 金  713  1,189  

３． 役 員 賞 与 金  39  45  

 （内、監査役賞与金）  （    1）     （  1）  

４． 任 意 積 立 金      

(1）特 別 償 却 準 備 金  105  43  

(2）別 途 積 立 金  3,000 4,658 5,000 6,677 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益   3,774  5,325 

 （注） 特別償却準備金取崩高及び特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づく取崩及び積立であり、税効

果の影響を除いた額で計上しております。 

 

(        ) (        ) 
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重要な会計方針   

項 目 
第  19  期 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

(1）取引所の相場のある有

価証券 

 

移動平均法による低価法（洗替え方式） 

なお、低価法の適用にあたっては、従

来、切り放し方式によっておりました

が、平成10年度の法人税法の改正に伴

い、当期から洗替え方式に変更しており

ます。 

この変更による影響額はありません。 

移動平均法による低価法（洗替え方式） 

(2）その他の有価証券 移動平均法による原価法 同    左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

  

(1）有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法 同    左 

 主な資産の経済的耐用年数として、下記

の年数を採用しております。なお、括弧

内は法人税法に定める耐用年数でありま

す。 

 

 ＣＤ（キャッシュディスペンサー） 

４年（５年） 

 

(2）無形固定資産 法人税法の規定に基づく定額法 自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（5年以内）に

基づく定額法によっております。 

（追加情報） 

前期まで投資その他の資産の「長期前払

費用」に計上しておりました自社利用の

ソフトウェアについては、「研究開発費

及びソフトウェアの会計処理に関する実

務指針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第12号 平成11年3月31日）

における経過措置の適用により、従来の

会計処理を継続して採用しております。

ただし、同報告により上記に係るソフト

ウェアの表示については、投資その他の

資産の「長期前払費用」から無形固定資

産の「ソフトウェア」に変更し、減価償

却の方法については、社内における利用

可能期間（５年以内）に基づく定額法に

よっております。 

なお、当期に発生した自社利用のソフト

ウェアについては、「研究開発費等に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成10

年3月13日）に基づき、無形固定資産に

「ソフトウェア」として計上し、上記方

法により償却を行っております。 

 

 

(3)長期前払費用 

 

法人税法の規定に基づく定額法 

 

同    左 
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項 目 
第  19  期 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

   

３．繰延資産の処理方法   

社債発行費  支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

   

４．引当金の計上基準   

(1)貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、

過去の貸倒実績等を勘案した当社の定め

る一定の基準により算出した必要額を計

上しております。 

従来、貸倒引当金については、法人税法

の規定（法定繰入率）による繰入限度額

を計上しているほか、過去の貸倒実績率

等を勘案した当社の定める一定の基準に

より算出した必要額を計上しておりまし

たが、当期より平成10年度の法人税法の

改正に伴い、過去の貸倒実績等を勘案し

た当社の定める一定の基準により算出し

た必要額を計上する方法に変更いたしま

した。なお、この変更による影響額は僅

少であります。 

営業債権等の貸倒れによる損失に備え、

過去の貸倒実績等を勘案した当社の定め

る一定の基準により算出した必要額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額

のうち当期に対応する負担額を計上して

おります。 

同    左 

(3）退職給与引当金 勤続10年未満の従業員に対する退職一時

金に備え、当該従業員の自己都合退職に

よる期末要支給額を計上しております。 

なお、勤続10年以上の従業員に対する退

職一時金及び年金については、イオング

ループ厚生年金基金（調整年金基金）か

ら支給しております。 

同    左 
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項 目 
第  19  期 

自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

(4）役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支給に備え、

内規に基づく期末支給見積額を計上して

おります。 

同    左 

５．収益の計上基準   

(1）総合あっせん   

① 加盟店手数料 期日到来基準に基づき計上しておりま

す。 

同    左 

② 顧客手数料 残債方式による期日到来基準に基づき計

上しております。 

同    左 

(2）個品あっせん   

① 加盟店手数料 期日到来基準に基づき計上しておりま

す。 

同    左 

② 顧客手数料 均分法による期日到来基準に基づき計上

しております。 

同    左 

(3）融資 残債方式による発生主義に基づき計上し

ております。 

同    左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同    左 

７．退職年金制度 (1）当社は、ジャスコ㈱及び主要な子会

社のグループで設立しているイオン

グループ厚生年金基金（調整年金基

金）に加入しており、勤続10年以上

の従業員に支給する退職一時金及び

年金は当該年金基金より支給されて

おります。 

(1）    同    左 

 

 (2）平成11年３月31日現在の年金資産の

合計額はグループ総額98,490百万円

で、うち厚生年金保険法第85条の２

の責任準備金は41,961百万円であり

ます。なお、グループ加入員数に対

する当社加入員数の割合は1.7％で

あります。 

(2）平成12年３月31日現在の年金資産の

合 計 額 は グ ル ー プ 総 額 120,697 

百万円で、うち厚生年金保険法第85

条 の ２ の 責 任 準 備 金 は 46,720 

百万円であります。なお、グループ

加入員数に対する当社加入員数の割

合は2.1％であります。 

 (3）過去勤務費用の掛金の期間は20年で

あります。 

(3）    同    左 

 (4）移行に伴う退職給与引当金超過額

は、法人税法の規定に従って取崩す

こととしており、取崩額及び過去勤

務費用の掛金は、営業外損益の部に

両建して記載しております。 

(4）    同    左 

８．消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等

は、長期前払消費税等として投資その他

の資産の「その他」に計上し、法人税法

の規定に定める期間で償却しておりま

す。 

同    左 
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表示方法の変更  

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

従来、「未払事業税等」として表示しておりました未払

事業税については、当期より「未払法人税等」に含めて

表示しております。 

なお、当期における当該金額は685百万円であります。 

 

従来、「融資収益」に含めておりました提携先のカード

会員に対する融資代行の手数料収入については、金額的

重要性により、当期より「融資代行収益」として表示し

ております。 

なお、前期における当該金額は2,110百万円でありま

す。 

 

従来、「金融費用」に含めておりました当社のカード会

員が提携先ＣＤ機を利用した場合に当社が提携先に支払

う手数料については、金額的重要性が高まり、金融費用

を純粋な支払利息のみで表示する必要性がでてきたた

め、当期より「販売費及び一般管理費」の「支払手数

料」に含めて表示しております。 

なお、当期における当該金額は1,281百万円であり、前

期における当該金額は1,049百万円であります。 

 

従来、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めて

おりましたクレジットカード発行に係る費用は、販売費

及び一般管理費に占める割合が５％を超えたため、

「カード発行費」として区分掲記いたしました。 

なお、前期における当該金額は1,272百万円でありま

す。 

 

 

追加情報  

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

従来、「販売費及び一般管理費」の「租税公課」に含め

ておりました事業税及び事業税に係る税効果調整額は、

財務諸表等規則の改正により当期よりそれぞれ「法人

税、住民税及び事業税」並びに「法人税等調整額」に含

めて表示しております。 

この変更に伴い、前期と同一の方法によった場合と比較

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ

れ1,264百万円多く表示されております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）  

第  19  期 
（平成12年２月20日現在） 

第  20  期 
（平成13年２月20日現在） 

※１．割賦売掛金 ※１．割賦売掛金 

部門別の割賦売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

部門別の割賦売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注） 割賦売掛金には、債権流動化に伴い当社が保

有した信託受益権4,616百万円が含まれてお

ります。 

 （注） 割賦売掛金には、債権流動化に伴い当社が保

有した信託受益権2,720百万円が含まれてお

ります。 

※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。    

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。    

買掛金 16,942百万円 買掛金 18,557百万円 

※３．外貨建資産及び負債 ※３．外貨建資産及び負債 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

※４．割賦繰延利益 ※４．割賦繰延利益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 全て、加盟店手数料に係るものであります。 （注） 全て、加盟店手数料に係るものであります。 

※５．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※５．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

授権株式数 80,000,000株 授権株式数 180,000,000株 

発行済株式数 47,565,760株 発行済株式数 47,565,760株 

    

    

    

 

 （単位 百万円） 

部 門 別 金 額 

総合あっせん 63,720 

個品あっせん 991 

合計 64,712 

 

（単位　百万円）

部 門 別 金 額

総合あっせん 58,627

個品あっせん 963

合計 59,591

科 目 外 貨 額 貸借対照表計上額 

関係会社株式 88 百万香港ドル 1,281百万円 

〃 77 百万タイバーツ 228百万円 

〃 410 千マレーシア 
リンギット 

18百万円 

〃 16 百万台湾ドル 55百万円 

〃 1 百万人民元 14百万円 

 

  (単位 百万円） 

項 目 総合あっせん 個品あっせん 合 計 

前期末残高 1,027 37 1,064 

当期受入額 8,999 87 9,087 

当期実現額 9,056 59 9,115 

当期末残高 969 65 1,035 

 

(単位　百万円）

項 目 総合あっせん 個品あっせん 合 計

前期末残高 1,071 10 1,081

当期受入額 7,687 79 7,767

当期実現額 7,731 52 7,784

当期末残高 1,027 37 1,064

科 目 外 貨 額 貸借対照表計上額

関係会社株式 88百万香港ドル 1,281百万円

〃 69百万タイバーツ 204百万円

〃 410千マレーシア
リンギット

18百万円

〃 8百万台湾ドル 26百万円
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第  19  期 
（平成12年２月20日現在） 

第  20  期 
（平成13年２月20日現在） 

 ６．偶発債務  ６．偶発債務 

(1）関係会社の金融機関からの借入債務に対する保

証額 

(1）関係会社の金融機関からの借入債務に対する保

証額 

ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD. ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD. 

1,015百万円 

（34百万マレーシアリンギット） 

122百万円 

（４百万マレーシアリンギット） 

AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD. 

558百万円 

（155百万台湾ドル） 

(2）経営指導念書等 

主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社

として各社の健全な財政状態の維持責任を負う

こと等を約した経営指導念書等を金融機関に差

入れております。 

なお、上記の経営指導念書等のうち、「債務保

証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関す

る監査上の取扱い」（平成11年２月22日 日本

公認会計士協会監査委員会報告第61号）に基づ

く保証類似行為に該当するものはありません。 

(2）経営指導念書等 

主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社

として各社の健全な財政状態の維持責任を負う

こと等を約した経営指導念書等を金融機関に差

入れております。 

なお、上記の経営指導念書等のうち、「債務保

証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関す

る監査上の取扱い」（平成11年２月22日 日本

公認会計士協会監査委員会報告第61号）に基づ

く保証類似行為に該当するものはありません。 

 

（損益計算書関係）  

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

※１．その他の収益 ※１．その他の収益 

その他の収益は集金代行手数料、保険代理店収入

等であります。 

同    左 

 

※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

 

※２． 

車 両 運 搬 具 ４百万円   

器 具 備 品 15百万円   

合 計 19百万円   

※３．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次

のとおり含まれております。 

※３．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次

のとおり含まれております。 

受 取 配 当 金 224百万円 受 取 配 当 金 356百万円 

 ４．部門別取扱高  ４．部門別取扱高 

総 合 あ っ せ ん 429,821百万円 総 合 あ っ せ ん 499,053百万円 

個 品 あ っ せ ん 2,071百万円 個 品 あ っ せ ん 1,991百万円 

融 資 204,641百万円 融 資 240,169百万円 

融 資 代 行 185,396百万円 融 資 代 行 211,993百万円 

そ の 他 4,439百万円 そ の 他 50百万円 

合 計 826,370百万円 合 計 953,259百万円 

 （注）従来、「その他」に含めておりました集金代行に

ついては、当期より取扱高に含めて表示しないこ

とにいたしました。なお、前期の当該金額は

4,017百万円であります。 
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（リース取引関係）  

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

 

 

 

 

 

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算出しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算出しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 0百万円 １年以内 0百万円 

１年超 0百万円 １年超 －百万円 

合計 1百万円 合計 0百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算出し

ております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算出し

ております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 0百万円 支 払 リ ー ス 料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 減価償却費相当額 0百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 

額法により算出しております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算出しております。 

    

 

 （単位 百万円） 

 器 具 備 品 

取 得 価 額 相 当 額 4 

減価償却累計額相当額 4 

期 末 残 高 相 当 額 0 

 

 （単位 百万円） 

 器 具 備 品 

取 得 価 額 相 当 額 4 

減価償却累計額相当額 3 

期 末 残 高 相 当 額 1 
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（有価証券の時価等関係） 

※ 当連結会計年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

有 価 証 券 の 時 価 等             （単位 百万円） 

第19期（平成12年２月20日現在） 
種 類 

貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

１．流動資産に属するもの    

株式 
0 
 

0 
 

△ 0 
( △ 0) 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 0 0 △ 0 

２．固定資産に属するもの    

株式 
3,565 
(1,281) 

13,540 
(7,813) 

9,975 
(6,532) 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 
3,565 
(1,281) 

13,540 
(7,813) 

9,975 
(6,532) 

合計 
3,566 
(1,281) 

13,541 
(7,813) 

9,974 
(6,532) 

 （注）１．時価等の算定方法 

上場有価証券…………主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

店頭売買有価証券……日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 

２．流動資産の株式には、自己株式を含めて記載しております。 

なお、当期末における流動資産の株式は全て自己株式であります。 

また、流動資産の株式の（ ）内は自己株式に係る評価損益であります。 

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

 固定資産   第19期 

 非上場株式   1,244百万円 

 
 

（店頭売買株式を除
 

く）    

 
 

（内、関係会社株
 

式）   （799百万円） 

４．（ ）内は、関係会社に係るもので内書であります。 
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（デリバティブ取引関係） 

※ 当連結会計年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

１．取引の状況に関する事項  

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

(1）取引の内容及び利用目的 

当社は、変動金利支払いの借入金を対象として、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）に及ぼす影響

を回避する目的で、金利関連デリバティブ取引に該当する金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用して

おります。 

また、外貨建で得られる収入（配当金収入）に係る為替レートの変動によるリスクをヘッジする目的で、為替

予約取引を利用しております。 

なお、当期末時点における為替予約取引の契約額はありません。 

(2）取引に対する取組方針 

当社は、短期的な売買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的のためにデリバティブ取引を行

わない方針であります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引に係わる主要なリスクは、市場リスク及び信用リスクがあります。このうち市場リスクとし

て、当社は金利変動リスク及び為替変動リスクを有しております。但し、当社では金利関連のデリバティブ取

引については、変動金利の借入金の金利上昇ヘッジのために利用しており、金利上昇時の金融コストを軽減す

る効果を有しております。 

また、通貨関連のデリバティブについては、外貨で得られる収入を一定の円貨に固定する効果を有しておりま

す。 

信用リスクとしては、取引先の契約不履行によるリスクがありますが、当社は信用度の高い金融機関を取引先

としており、また、取引先も分散したリスク管理を行っているため、契約不履行によるリスクはほとんどない

と認識しております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引に係る契約締結業務は、財務コントロール部が担当しております。財務コントロール部は、

デリバティブ取引を契約する時は、取引枠・期間・取引のタイミング等の内容につき、経営会議決裁に基づき

個々に契約を交しております。 

取引状況の管理は、財務コントロール部が毎月開催される取締役会にその契約状況を報告することにより行わ

れております。 

(5）「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

「取引の時価等に関する事項」に記載しております金利スワップ取引及び金利キャップ取引に係る想定元本

は、当期末で当社が契約している想定元本であります。この数値は、あくまでも、金利スワップ取引及び金利

キャップ取引における名目的な契約額又は取引決済のための計算上の想定元本であり、当該金額による現物資

産の受渡しは行われず、また当該金額自体は、そのまま金利スワップ取引及び金利キャップ取引に係る市場リ

スク又は信用リスクを表すものではありません。 
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２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 （単位 百万円） 

第19期（平成12年２月20日現在） 

 区 分 種 類 
契 約 額 等 

う ち １ 年 超 
時 価 評 価 損 益 

金利スワップ取引     

支払固定・受取変動 2,000 1,000 △ 2 △ 2 

金利キャップ取引     
市場取引以
外の取引 

買建 
44,000 
（ 648) 

44,000 
（ 648) 204 △ 443 

合計 
46,000 
( 648) 

45,000 
( 648) 201 △ 446 

 （注）１．（ ）内は、キャップ料の貸借対照表計上額であります。 

２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
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（税効果会計関係）    

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

未払事業税 

貸倒引当金 

289百万円 

324百万円 

未払事業税 

割賦売掛金及び営業貸付金 

515百万円 

952百万円 

広告宣伝費 74百万円 貸倒引当金 111百万円 

割賦繰延利益 53百万円 未払金 89百万円 

その他 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

77百万円 

819百万円 

割賦繰延利益 

未収収益 

752百万円 

76百万円 

   その他 46百万円 

  繰 延 税 金 資 産 合 計 2,543百万円 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 57百万円 役員退職慰労引当金 50百万円 

一括償却資産 25百万円 一括償却資産 25百万円 

退職給与引当金 18百万円 退職給与引当金 22百万円 

減価償却費 4百万円 長期前払費用 234百万円 

その他 64百万円 その他 49百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 171百万円 繰 延 税 金 資 産 小 計 382百万円 

評価性引当額 △ 27百万円 評価性引当額 △ 27百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 143百万円 繰 延 税 金 資 産 合 計 354百万円 

繰延税金負債との相殺 △ 75百万円 繰延税金負債  

繰延税金資産の純額 68百万円 特別償却準備金 △ 96百万円 

  繰延税金資産の純額 258百万円 
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第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 47.5％ 法定実効税率 41.8％ 

（調整）  （調整）  

受取配当金等の一時差異でない項目 △ 0.1％ 受取配当金等の一時差異でない項目 0.1％ 

外国税額控除 △ 0.2％ 外国税額控除 △ 0.2％ 

住民税均等割 0.4％ 住民税均等割 0.4％ 

税率変更に伴う影響額(47.5％から41.8％) 1.0％ その他 0.7％ 

その他 0.2％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.8％   

３．当期の税率変更 ３． 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法

定実効税率は、前期47.5％、当期41.8％であり、当

期における税率変更により、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）が121百万

円減少し、同額が法人税等調整額の借方に計上され

ております。 

 

 

（１株当たり情報）   

期  別 
 
項  目 

第  19  期 
自 平成11年２月21日 
至 平成12年２月20日 

第  20  期 
自 平成12年２月21日 
至 平成13年２月20日 

１株当たり純資産額 1,079円71銭 1,238円06銭 

１株当たり当期純利益 131円17銭 189円18銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

新株引受権付社債及び転換社債の発

行がないため該当ありません。 

新株引受権付社債及び転換社債の発

行がないため該当ありません。 

 （注） 第19期の１株当たり当期純利益は、平成11年４月８日付株式分割（１株につき1.1株の割合による）及び

平成12年２月10日付株式分割（１株につき２株の割合による）を期首に行ったものとして計算しておりま

す。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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④ 附属明細表 

ａ．有価証券明細表     

銘 柄 株 式 数 取 得 価 額 
貸借対照表 
計 上 額 摘 要 

 株 百万円 百万円  

ミ ニ ス ト ッ プ ㈱ 403,753 498 498  

㈱ ニ ト リ 450,000 442 442  

㈱マックスバリュ北海道 265,000 424 424  

マックスバリュ西日本㈱ 214,144 209 209  

ホ ー マ ッ ク ㈱ 225,456 260 194  

㈱ コ ッ ク ス 300,455 129 129  

㈱みずほホールディングス 201 147 129  

九 州 ジ ャ ス コ ㈱ 250,000 75 75  

イ オ ン 興 産 ㈱ 100,000 65 65  

ニ ュ ー ス テ ッ プ ㈱ 100,000 50 50  

投

資

有

価

証

券 

そ  の  他  ２８  銘  柄 3,915,100 486 467  

株

式 

合     計 6,224,109 2,789 2,686 － 

 （注）１．取得価額と貸借対照表計上額が異なるのは、低価法による評価減を行ったことによるものであります。 

２．「公社債・国債及び地方債」及び「その他の有価証券」欄は、該当事項がないので記載を省略しており

ます。 
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ｂ．有形固定資産等明細表 （単位 百万円） 

資 産 の 種 類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
減 価 償 却 
累計額又は 
償却累計額 当期償却額 

差 引 
当期末残高 摘 要 

建 物 192 126 6 312 105 53 207  

車両運搬具 255 37 33 260 106 39 153  

器 具 備 品 7,324 1,599 70 8,853 5,294 1,240 3,558  

有
形
固
定
資
産 計 7,772 1,763 109 9,426 5,506 1,332 3,919 － 

ソフトウェア － 3,626 12 3,613 1,066 521 2,547  

電話加入権 91 6 0 97 － － 97  

無
形
固
定
資
産 

計 91 3,633 13 3,711 1,066 521 2,644 － 

長期前払費用 1,953 71 1,917 107 23 13 83  

そ の 他 141 124 － 266 68 39 198  

投
資
そ
の
他
の
資
産 計 2,095 196 1,917 373 91 52 281 － 

－ － － － － － － －  
繰
延
資
産 計 － － － － － － － － 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

器具備品 ＣＤ機関連機器等  859百万円 

 ＯＡ機器  587百万円 

２．ソフトウェアの当期増加額には、前払費用及び長期前払費用からの振替1,915百万円が含まれておりま

す。 

  なお、長期前払費用の当期減少額には上記振替によるものが含まれております。 

３．投資その他の資産の「その他」は、減価償却資産のみ記載しており、その内容は全て「長期前払消費税

等」であります。 

 



－  － 
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ｃ．資本金等明細表 （単位 百万円） 

区 分 前 期 末 残 高 当期増加額 当期減少額 当 期 末 残 高 摘 要 

資 本 金 15,466 － － 15,466 － 

 額面普通株式 
(47,565,760株) 

15,466 
（  －株） 

－ 
（  －株） 

－ 
(47,565,760株) 

15,466  

 
うち既発行株式 

計 
(47,565,760株) 

15,466 
（  －株） 

－ 
（  －株） 

－ 
(47,565,760株) 

15,466 － 

資本準備金      

株式払込剰余金 17,046 － － 17,046  資本準備金及びその
他 の 資 本 剰 余 金 

計 17,046 － － 17,046 － 

利益準備金 2,416 871 － 3,287 (注)1. 

任意積立金 
      

特別償却準備金 － 105 － 105 (注)2. 

別 途 積 立 金 7,995 3,000 － 10,995 (注)3. 

利 益 準 備 金 及 び 
任 意 積 立 金 

計 10,411 3,976 － 14,387 － 

（注）１．当期増加額は前期決算の利益処分によるもの及び当期中間配当に伴う利益準備金積立額であります。 

   ２．当期増加額は前期決算の利益処分によるものであります。 

 

ｄ．引当金明細表    
（単位 百万円） 

当 期 減 少 額 
区 分 前期末残高 当期増加額 

目 的 使 用 そ の 他 
当期末残高 摘 要 

貸 倒 引 当 金 4,802 5,519 4,802 － 5,519  

賞 与 引 当 金 110 116 110 － 116  

退 職 給 与 引 当 金 66 13 5 0 73  

役員退職慰労引当金 137 28 46 － 120  

 （注） 退職給与引当金の当期減少額「その他」は、退職年金制度への移行に伴い発生した退職給与引当金超過額

の取崩額０百万円であります。 
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(2）主な資産及び負債の内容 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金  
（単位 百万円） 

区 分 金 額 備 考 

現 金 4,673  

当 座 預 金 91  

普 通 預 金 813  

郵 便 貯 金 556  

別 段 預 金 0  

預

金

の

種

類 小     計 1,461  

    合     計 6,135 － 

 

ｂ．割賦売掛金   
（単位 百万円） 

前 期 繰 越 高 当 期 発 生 高 当 期 回 収 高 次 期 繰 越 高 回 収 率 回 転 率 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

(A) ＋ (B) 
× 100 

(B) 

(A＋D) ÷ ２ 

59,591 501,045 495,924 64,712 88.5％ 8.1回 

 

ｃ．営業貸付金   
（単位 百万円） 

前 期 繰 越 高 当 期 発 生 高 当 期 回 収 高 次 期 繰 越 高 回 収 率 回 転 率 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

(A) ＋ (B) 
× 100 

(B) 

(A＋D) ÷ ２ 

153,188 452,163 429,088 176,263 70.9％ 2.7回 

 

② 負債の部 

ａ．買掛金  
（単位 百万円） 

相 手 先 金 額 備 考 

ジ ャ ス コ ㈱ 18,234  

九 州 ジ ャ ス コ ㈱ 943  

日 本 ト イ ザ “ ら ” ス ㈱ 503  

マ ッ ク ス バ リ ュ 西 日 本 ㈱ 462  

琉 球 ジ ャ ス コ ㈱ 359  

そ の 他 7,895  

合     計 28,399 － 
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ｂ．短 期 借 入 金                              （単位 百万円） 

相   手   先 金    額 資 金 使 途 返 済 期 限 担   保 

㈱ 第 一 勧 業 銀 行 641  営 業 資 金 平成13年２月21日 な   し 

中 央 三 井 信 託 銀 行 ㈱ 500  〃 平成13年５月18日 〃 

東 洋 信 託 銀 行 ㈱ 300  〃 平成13年５月18日 〃 

㈱ さ く ら 銀 行 276  〃 平成13年２月21日 〃 

㈱ 東 海 銀 行 100  〃 平成13年10月31日 〃 

九 州 ジ ャ ス コ ㈱ 136  〃 平成13年３月12日 〃 

ジ ャ ス ベ ル ㈱ 100  〃 平成13年５月21日 〃 

小     計 2,054  － － － 

１年以内返済予定の長期借入金 17,500  － － － 

合     計 19,554  － － － 

（注）㈱さくら銀行は、㈱住友銀行と平成13年４月１日付で合併し、㈱三井住友銀行となっております。 

 

ｃ．コマーシャルペーパー                             （単位 百万円） 

返 済 期 限 金      額 使      途 

平 成 1 3 年 ３ 月 25,000   営  業  資  金 

合     計 25,000   － 

 

ｄ．長 期 借 入 金                              （単位 百万円） 

借     入     先  
金        額 

（うち１年以内返済予定の長期借入金） 
使      途 

㈱ 第 一 勧 業 銀 行 
19,900     

（ 1,000）  
営  業  資  金 

㈱ 東 京 三 菱 銀 行 
14,300     

（ 1,000）  
〃 

㈱ 日 本 興 業 銀 行 
13,000     

（ 1,100）  
〃 

㈱ 三 和 銀 行 
9,800     

（    －）  
〃 

農 林 中 央 金 庫 
8,000     

（   600）  
〃 

そ の 他 
63,030   

（ 13,800）  
 

合     計 
128,030   

（ 17,500）  
－ 

 

(3）その他 

 該当事項はありません。 
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第６ 提出会社の株式事務の概要 
 

決 算 期 ２月２０日 定 時 株 主 総 会 ５月２０日まで 

株主名簿閉鎖の期間 な   し 基 準 日 ２月２０日 

中 間 配 当 基 準 日 ８月２０日 

株 券 の 種 類 
10,000株券、 
1,000株券及び 
100株券の３種類 

１ 単 位 の 株 式 数 １００株 

取 扱 場 所 
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代 理 人 
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

取 次 所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
安田信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

株 式 の 名 義 書 換 え 

名義書換手数料 無   料 新券交付手数料 
株券１枚につきその
印紙税相当額 

取 扱 場 所 
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代 理 人 
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

取 次 所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
安田信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

単位未満株式の買取り 

買 取 手 数 料 
当会社の単位未満株式の買取手数料は、株式の売買の委託に
係る手数料相当額として別途定める金額とする。 

公 告 掲 載 新 聞 名 日本経済新聞 

株 主 に 対 す る 特 典 な   し 
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第７ 提出会社の参考情報 
 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及び
その添付書類 

事 業 年 度 
（第 19 期） 

 自 平成11年２月21日 
 至 平成12年２月20日 

平成12年５月18日 
関東財務局長に提出。 

 (2) 発行登録書類及びそ
の添付書類  

 平成12年６月15日 
関東財務局長に提出。 

 (3) 発行登録追補書類及
びその添付書類   平成12年６月29日 

関東財務局長に提出。 

 (4) 半期報告書 
（第20期中）  自 平成12年２月21日 

 至 平成12年８月20日 
平成12年10月27日 
関東財務局長に提出。 

  (5) 訂正発行登録書（普通社債） 
 

 平成12年10月27日 
関東財務局長に提出。 

 



－  － 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 
 

 

該当事項はありません。 
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